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はじめに
　我々は地球からの様々な恩恵を受けて生活している。特に、資源の乏しい日本は海外からの
輸入なくしては経済活動を行うことはできず、多種多様の生産物や製品、資源を国外に依存し
ている。また、目本のみならず、世界中の国々が国際貿易を行っており、水平分業の観点から
見ても、資源や財を必要とする地域に輸送し、輸送サービスに対する需要を満たすことが必要
である。
　我々が普段、生活している中で、原油やLNG等のエネルギー資源の必要性を直に感じ取る
ことは少ない。しかしながら、エネルギー資源無くしては、普段の生活や経済活動を行えなく
なることは確かである。
　このエネルギー資源の一っである原油は、精製されて石油製品となり、単に熱エネルギーを
発生し、仕事を行っているだけでは無く、ビニールやプラスチック等の日用品に変化し、LPG
やLNGは、発電所で発電機のタービンを回転させるエネルギー源や都市ガスとして我々の生
活の中で使用されている。
　これらエネルギー資源は、我々の日常生活や経済活動に不可欠なものでありながら、世界中
で産出される物では無く、ある特定の地域からしか産出されず、そのため、それらの地域から
エネルギー資源の自給率が100パーセントを切っている国々まで輸送することが必要とな
る。
　エネルギー資源は世界中．で大量に消費されており、世界経済の血液とも言える存在である。
そして各国の経済はこの血液であるエネルギー資源が無ければ活動することができず、これら
エネルギー資源を必要とする地域に輸送を行うエネルギー輸送サービスは、世界経済にとって
無くてはならないものであり、世界経済の根底を影で支えているのである。
　我々の日常生活や世界経済を支えているエネルギー資源であるが、それらを輸送するにはい
くっかの手段が存在する。輸送量が少なく、陸続きであればトラック、鉄道、パイプライン等
の陸上輸送が有利になる。しかし、エネルギー資源の産出地と消費地の間に海洋が横たわって
いると、その地理的障害を克服するために航空機か船舶を用いなければならない。
　航空貨物ゐ主な輸送品目1はスピード性を必要とする生鮮食品や、運賃負担率の小さい高付加
価値商品であり、一概にエネルギー資源の海上輸送運賃と比べることはできないが、コンテナ
1個を輸送する運賃は海上輸送した場合と比べ、約10倍となっている。この様に多額な輸送
費を必要とする航空輸送をエネルギー輸送に用いると、その運賃負担は最終的には消費者が負
担することとなり、経済成長の鈍化や低下を引き起こす要因となる。
　国際経済の落ち込みは、資源のみならず、様々な物品の海上荷動量を低下させるため、キャ
リアとしても好ましい状態ではなく、このことは、オイルショック後の世界経済の落ち込みか
らも明らかである。
　この様に世界経済の基盤とも言えるエネルギー輸送であるが、定期船分野に比べ、脚光を浴
びることは少ない。この論文では、その中でも、成長の著しい原油とLNGに焦点をあて、そ
の推移を調査していきたいと思う。
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が、コストのかかる輸送手段を用いると、結果としては石油危機と同じ現象を引き起こすた
め、生産地と消費地の間に海洋が存在する場合は、低廉かっ大量輸送の可能なタンカーが必
然的に用いられることとなる。
1－2　世界における原油の海上輸送量
　グラフ1－2は、1970年から2000年にかけての世界における原油の海上荷動き量を示し
たものである。その荷動き量は1985年以来、躍動的な動きを見せている。以下に10年ごと
の原油の海上輸送量の変化とその要因を考察する。
1－2－1　1970年から79年にかけての輸送量
　グラフ1－2において、1970年
から79年までの10年間をみると、
原油の海上輸送量はまず1970年か
ら73年にかけて上昇しているが、
74年にはその上昇に歯止めがかか
り、75年には急速に落ち込んでい
る。
これは、1973年10月に起こった第、
四次中東戦争に部いて、OAPEC加
盟のアラブ諸国による原油の大幅減
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グラフ1－2原油の海上荷動き量
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　　　　　　　　　　　　　　　出所）海運統計要覧より作成
産、イスラエルよりの米国に対する原油の輸出禁止、また、石油危機により原油価格が3．01
ドルから11．65ドルヘ急騰し各石油輸入国が石油備蓄のために輸入を急ぎ1973年、74年と
石油の海上荷動き量が増大したことによる。1）
　しかしながら、このオイルショックによりコストプッシュインフレに陥った世界経済は混
乱に陥り、スタグフレーションが発生した。しかし、各国が長期にわたり総需要抑制政策を
とったため、1975年後半には、米国経済が回復に向かったが、それ各国の経済は回復に転
じるまで、石油の需要は減少した。
　世界経済が回復しだした1975年から76年にかけ、石油の海上輸送量は70年代前半と同
じような伸びを見せたが、1977年、78年は景気の中だるみにより需要が伸び悩んだために、
大きな上昇は見せなかった。
　1978年12月には、サウジアラビアに次ぐ世界第二位の石油供給国であるイランで反政府
運動が激化し、石油産業労働者もこれに応じてストライキを強化したため、原油供給が減少
した。2）
　これを契機として第2次オイルショックが発生し、前回のオイルショックと同様に各国が
石油備蓄を急いだことにより、海上荷動き量が増大し、1979年には70年代最高である15
3
億3800万トンの荷動き量を記録する原因となった。
　この70年代は、欧米の経済成長と二度の石油危機が、原油の海上荷動量に大きな影響を
与えた期間であり、両者の力関係が激しく競合した激動の年であった。
1－2－2　1980年から89年にかけての輸送量
　1980年から89年の原油の荷動き量は、1979年のピークから85年にかけて荷動き量は減
少した。しかし、原油の海上荷動き量はその後、徐々に増加している。この80年代前半の
荷動き量の減少は、第二次オイルショックにより、世界経済が原油価格の上昇により輸入イ
ンフレの影響を受け、物価上昇、高金利、景気後退というデフレスパイラルに陥り大打撃を
被ったためである。
　玉985年から89年にかけての荷動き量の上昇は、85年12月にOPECが原油の価格維持
政策を放棄し、生産量の増加に踏み切ったことにより原油価格が下落し、欧米での原油消費
量が増加したためである。3）
　この80年代の原油の海上荷動き量は、下降と上昇を見せており、石油危機が世界経済に
与えた影響を如実に語っている
1－2－3　1990年から2000年にかけての輸送量
　1990年から2000年の石油の荷動き量は、伸び悩んだ年もあるが、当該期問を通じて堅調
に成長している。
　これは、90年代よりアジアNIES（韓国、台湾、香港、シンガポール）が大きな経済成長
を遂げ、先頭に立つ目本経済をアジアNIESが追い、さらにASEANがアジアN也S経済を
追うという雁行形経済発展がアジアで起こり、経済成長に欠かせない石油がアジアに向けて
大量に動いたためである。
　1997年には、アジアにおける通貨危機のため、アジア地域における経済成長が世界経済
の成長に対する負担となり、1997年から98年の荷動き量は僅かな上昇に留まっている。
　一方で、99年の3月に、OPECが原油の減産を実施し供給が削減されたことと、世界経
済の回復による需要増加で、原油価格が増加した。その結果、OPECが増産を実施し、2000
年までの海上荷動量は再び、増加傾向を示し始めた。4）
　1990年から2000年にかけては、アジアの通貨危機が世界経済の足枷となったものの、石
油危機やその後の世界経済の不況のように、荷動き量を減少させるまでは至らず、この31
年問のなかでは、最も安定的に荷動量が増加した年である。特に、その要因となったアジア
の経済成長が、海上荷動量に影響を与え始めた年でもある。5〉
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1－3　1975年～1985年におけるタンカー船社の苦境期
　グラフ1－3は、世界における原油の海上輸送量と輸送距離を示したものである。
　1975年から85年にかけて、輸送量、輸送距離共にその前後の年よりも減少や伸び悩みを
みせている。海上輸送量はピーク時である1979年の15億3800万トンから、85年には8
億7100万トンヘと約43％も減少し、海上輸送距離は、1977年の10兆4720億トンマイル
をピークに、85年には4兆70億トンマイルヘと約62％も減少している。
　一般に、海上運賃はある時点におけ
る海運市場に存在する貨物量と、船腹
量によって決定されている。海運市場
での需要とは貨物量であり、供給とは
船腹量であるため、海上運賃は需給バ
ランスによって決定されているのであ
る。6）
　この期問において、船腹量が増加し
なかったとしても、海運市場では需給
のインバランスが発生し、利潤が運航
停止点を下回り、船社が大きな損害を
受けたことは、容易に理解できる占
　原油の海上輸送量減少の主たる要因
は、石油危機による世界経済の悪化に
よる原油需要の減少である。
　次に海運市場において需給バランス
に影響を与える、もう一つの要因であ
る船腹量をみると、オイルタンカーの
船腹量が原油の海上輸送量と同様の動
10億TM　グラフ1－3原油輸送量と輸送距離の比較　　　百万トン
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　　　　　　　　　　　　　　　　　出所）グラフ1－3、1－4ともに海運統計要覧より作成
きを見せているのは1973年までであり、第一次石油危機に起因する世界不況により、原油
の海上荷動き量が成長を見せなかった74年、また激減した75年には、船腹量は減少せずに、
1973、74年の船腹量はそれぞれ約1400万総トン、75年には3500万総トンの増加を示し
ている。これは、海上荷動量の変動に対して、船腹量が弾力的に対応できなかった事を意味
している。
　この増加は、石油危機直後に市況が暴騰したことにより、船主の設備投資に対する意欲が
刺激されて、大量のVLCCが建造されたことに起因する。この結果、83年の過剰船腹量は、
既存船腹量の約40％にも達し、その年の市況に大きな影を落とすことになった。7）また、r
これらVLCCの大量発注は、後の市況にも大きな影響を及ぼすこととなった。
　1976年から79年にかけ、原油の海上荷動き量は減少を見せたが、タンカーの船腹量は
1975年から77年の2年問で2400万総トン増加し、1億7400万総トンヘと増加している
が、その後81年まで大幅な増減は無く、1億7000万総トン台を保っている。
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　1980年から90年では、タンカーの船腹量は、80
年の1億7500万総トンをピークとし、原油の海上荷
動き量と同じように86年まで減少し、その後減少の
割合は小さくなり1988年の1億2240万総トンを最
小値として、原油の海上荷動き量は89年から上昇に
転じている。
図表1－2　1983年6月の状況
　　　　　　　　65
　　　　　　　　58
　　　　　　　　24
　　　　　　　　24，
　特に1983年の6月には図表1－2のように、係船や減速航行を行うタンカーが多く確認
でき、タンカーの余剰船腹量はその年のタンカー船腹量の60％にまで達している。8）
1－3－1　原油の海上荷動き量に影響を与えた要因
海上荷動量の変化には、様々な要因が絡んでいる。
ここでは、1975年から1985年にかけて海上荷動量に影響を与えた要因にっいて考察する。
①世界経済の動向
　　原油は経済の下支え役を果たしており、経済の規模によって必要量が変化する。
　　石油輸入国は、自国の前年の石油需要量、GN　Pの成長率、原油価格等を考慮して、
　　その年の原油輸入量を決定しており、大量に原油を輸入している日本、米国、欧州の経
　　済状況により原油の海上荷動き量は大きく変動する。
　　　1975年から85年にかけては、原油価格の上昇が各国経済に急激なコストプッシュイ・
　　ンフレをもたらし、米国をはじめ多くの国々が総需要抑制政策をとり、省エネを促進し、
　　インフレの沈静化を図った。そのため、設備投資、個人消費等が減少し、原油のみなら
　　ず世界貿易量も影響を受けたのである。
　　一方、1990年代に入ってからの原油の荷動量の増加は、アジアMES、ASEANの経
　　済発展が主因である。また、産油国であっても、自国内の原油消費量が生産量を上回れ
　　ば、他の産油国からの輸入が必要となる。
　　経済成長により海上荷動き量が増加した例としては、欧州の産業革命、戦後の日本、
　　アジア地域などが挙げられる。このように経済の発展と成長が海上荷動き量に与えた影
　響は大きく、MERCOSUR（南米共同市場）やアフリカ地域の経済成長、東南アジアや
　　中国経済の更なる発展が今後の海上荷動き量に大きな影響を与えると考えることがで
　　きる。
②　中東情勢
　　　1975年から85年までの原油の海上荷動量に影響を与えたものとして中東情勢が挙げ
　　られる。それは石油危機やOPECの原油価格操作である。
　　　一般的に、原油の値下げは長期的に荷動き量を上昇させ、値上げはその逆となる。た
　　だし、石油危機のように急激な値上げを行うと、各国が輸入を急ぐため、短期的に荷動
　　き量は急上昇する。
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　戦争も原油価格と同様に原油の海上荷動量に大きな影響を与え、イラン・イラク戦争、
湾岸戦争、第4次中東戦争が行われた時期の運賃水準は他の時期に比べ高くなっている。
特に第4次中東戦争の際には、アラブ諸国がイスラエルよりの米国や他の国々に対し原
油供給を削減したために、米国は代替措置としてカリブ海からの輸入を増加し、その結
果カリブ海から米国に向けての航路における原油の運賃は、他の航路における運賃より
も大きく上昇している。
　図表1－3をみると、世界全体における中東の原
油生産量の割合は、30％前後で推移している。
　2001年の時点で確認されている採掘可能な原油
の埋蔵量は、中東が86．8年分であるのに対し、中
南米38．8年分、アフリカが27．4年分、旧ソ連地域
が21．1年分、アジア太平洋地域が15．6年分、北米
が13。5年分、欧州が7．8年分であり、世界全体では40．3年分となっている。そのため、
今後とも原油輸出に関しては中東が大きな地位を占めると思われる。
　今後、新しい油田の発見や、原油採掘に関する新技術の開発があったとしても、政治
的に不安定な中東への石油依存度が高まる可能性が強く、石油代替エネルギーの開発、
と利用が急務である。
③季節的要因
　　　原油から精製される灯油も石炭と同様に、冬季には暖房用燃料として利用されるため、
　　需要が増加する傾向にある。また、世界的に暖冬であれば原油の需要は減少し、寒波が
　　おそえば需要は増加する。9）
　　　実際に1972、81年は暖冬のため、石油の需要が伸びず、原油タンカーの船腹需要は
　　減少している10）
⑤　代替エネルギーの台頭
　石炭は1960年代のエネルギー革命によ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グラフ1－5世界のエネルギー消費比率
り、石油にエネルギー源としての主力の座
を奪われた。中東の原油生産量は世界全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力　　　　水力
の生産量の約3割を占めるため、原油市場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7％
は売り手市場となりやすく、石油危機の教
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石炭25％訓もあり、石油依存型のエネルギー構成か　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天然ガスら脱却しっつある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24％　グラフ1－5は、世界のエネルギー消費
比率である。目本のエネルギー比率は、石
油が　51．8％天然ガスが14，5％であるのに　出所）BP統計より作成
対し、11）世界計では石油の割合が減って、天然ガスの割合が多くなっている。
　1973年、84年の世界の石油依存度はそれぞれ、48％、40％となっており、天然ガスの
7

　これらのタンカーはIMOにおけるタンカー
構造規制の決議により、ダブルハル船体が義務
付けられたことから、老齢シングルハルタンカ
ーのリプレースが進むにつれ、現在までよりも、
速いスピードでその構成比が減少するはずであ
るが、船主の投機的な船舶の発注は建造から20
年以上経った現在でも、市場に悪影響を及ぼし
ているのである。14）
　～1980
1981～85
1986～90
．1991’》95
1996～2000
1－3－3　タンカー係船量・運賃の推移
　係船は運賃が低下し、船舶を運航
しても採算が取れない場合に船主
が最も採用しやすい手段である。船
腹需給の崩れた市場を立て直すに
は、荷動き量に合わせて船舶を解撤
し、ギャップを解消するのが最良の
手段である。
　しかしながら、船舶を建造するに
は莫大な費用が必要となるため、船
主は運賃が低下してもすぐには解
撤をしないで、運航を一時的に停止
し、係船を行う。よって、係船量は
干総トン　　　グラフ1－8平均係船量と平均運賃
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出所）海運統計要覧より作成
海運市況を判断する上で、重要な要素である。
　グラフ1－8は1970年から85年にかけてのタンカーの平均係船量と、20万～30万DWT
のタンカーの平均運賃を比較したものである。一般に運賃が上昇すると係船量は減少し、運
賃が下降すると係船量は増加する傾向にある。
　1972年の原油の運賃は大きく落ち込んでいるが、これは前年末の世界経済の不況により
石油消費国の石油在庫が過剰気味であったことに加え、70年より継続して計2000万DWT
もの新造オイルタンカーの参入、暖冬による石油消費の減少等の悪条件が重なったためであ
る。また、この年の3～7月には、全目海がストライキを行っており、1400万重量トンもの
タンカーが停船している。目本傭船者により代替船腹が傭船されたために、過剰船腹は解消
に向かったが、もし、この年にストライキが発生していなかったならば、係船量は更に増加
していたと考えられる。15）
　1975年からは石油危機の影響を大きく受けており、1985年にOPECが石油価格維持政策
を破棄し、原油需要が増大するまで多くのタンカーが係船されている。したがって、この期
問にはタンカー市況は低水準であったといえる。
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1－3－4　船社の対抗戦略
　荷動き量の減少と過剰船腹量によるタンカー市場のインバランスを少しでも和らげるべ
く、タンカー船社はいくっかの対策を打ち出した。ここでは、タンカー船社の市況打開策と
その効果について検証してみる。
①係船
　船舶を運航するには、燃料費、港費、船員費、修繕費、保険料、傭船の場合は傭船料、通
信費等の雑費が必要となり、これらは総称して運航費と呼ばれている。
船腹需給が崩れ運賃が低下すると、運航することによって生じる損失が係船に必要な経費以
上になると、船主は係船を行うほうが有利となる。16）
　以上のように係船は船主の負担を最小限に抑制し、市場に参入する実質船腹量の減少によ
る需給ギャップの減少に寄与するが、実質的船腹量は減少していない。また、係船は迅速的
な解除が可能であるため、市況が回復方向に向かいだすと、係船は解かれやすい。
　そのため、係船は市場への潜在的な参入圧力となっており、一部の船舶が係船されている
場合、海運市場にもコンテスタビリティー理論が成り立っといえ、係船は市況の回復よりも
船主の損失を最小化への効果が大きいといえる。
②減速航行
　船舶は建造される際にその設計の段階で航海速力が決定される。不定期船は定期船に比べ
て運賃負担力が小さく、燃費を減少させるために速力は低く抑えられており、最適経済速力
は主として10～14ノットとなっている。17）
　1973年以降、石油危機によって燃料油価格が上昇し、運航費の中でも最も重要な要目と
なった。そして船主は係船を回避し少しでも利潤を得る方法として、燃料費を削減させるた
めに1990年代初頭まで、航海速力を2～3割減少させて船舶を運航していた。また、この減
速航行は輸送サービスの生産性の低下と、年間の稼働率を減少を招くため、トンマイルでの
海上荷動き量を満たすために必要な船腹量を増加させる結果となり、1982年にはタンカー’
だけで6，220万重量トンもの過剰船腹を吸収したと見積もられている。18）
③解撤
　海運需要は派生需要であるため、自ら需要を創造することは不可能である。よって、需給
ギャップが発生した際には、船腹量を調整することが最も効果的である。
　しかしながら、高額な設備投資を行って建造した船舶を簡単に解撤する船主は存在しない。
市場には多くの船主が参入しており、一船主の判断で自社船を解撤しても、市場に与える影
響力は少なく、その解撤された船舶が将来もたらす利潤も船主は手放すことになるからであ
る。そのため、結果として解撤される船舶は老朽化し、使用できなくなった船舶であり、タ
ンカーでは船齢25前後が解撤の目安となっているが、今後、環境問題やIMO、PSCの動向
によっては、解撤年齢が若年化する可能性がある。
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④石油備蓄基地としてのタンカー
　石油危機によって石油製品は値上がりし、舶用燃料であるC重油の価格もトン当たり17
ドルであったが、一時期には170ドルヘと値上がりし、運航費の中で大きなウエイトを占め
るようになり、船社の経営状態を悪化させた。
　石油の需要は石油危機以前の10年問は年率8％で増加しており、タンカー船主達は安定
的な需要増加を予測していたため、大量のULCCやVLCCが石油危機前に発注され、市場
の悪化を促進し、結果的に船主は採算を悪化させる形となった。
　この様な状況下で過剰船腹を有効的に利用する手段として考案されたのが、タンカーを海
上石油備蓄基地として利用する方法であった。
　1978年に目本の石油公団は目本船社からVLCC20隻を傭船し、タンカーによる石油の海
上備蓄を開始した。このタンカー備蓄は1982、83年にはVLCC35隻となり、硫黄島海域で
の漂泊と崎橘湾及び大分3湾での錨泊の二種類の方法がとられた。しかし、陸上タンクが整
備されるにっれて石油は荷揚げされ、1985年にタンカー備蓄は終焉を迎えた。石油を一時
的に洋上で保管するために、傭船が行われた例は海外でも存在したが、国家備蓄用タンクと
して傭船を行ったのは日本だけである。19）
1－4　原油生産の地域的分析
　原油の生産量と消費量は、海上輸送量に最も大きな影響を与える要因である。ここでは、
地域別の原油の生産量の動向を考察する。
1－4－1　北米
　北米の原油生産量は2000年では、
6億5080万トンであり、世界計では、
18．2％を占めている。
　北米の原油生産量は1985年に、7
億3020万トンとピークを迎えてい
るが、その後は徐々に減少傾向にあ
る。
　特に米国の70年の生産量は5億
3350万トンであったが、2000年に
は3億5260万トンにまで減少して
いる。
　逆に、カナダとメキシコの70年か
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グラフ1－9北米の原油生産量
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　　　　　　　　　　　　　　　　出所）BP統計より作成
らの生産量は増加傾向にあり、それぞれ701万トン、242万トンであったが、2000年には1
億2690万トン、1億7120万トンとなり、カナダは1．8倍、メキシコは7．1倍の増加率を示
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した。しかしながら、結果としては両国の生産量の増加も米国の減少を吸収するには至らな
かった。
1－4－2　中南米
　中南米の2000年の原油生産量は
3億469万トンであり、世界シェア
では約9．7％を占めている。
　中南米の原油生産量は1970年と
73年にそれぞれ、2502万トン、
2466万トンとピークを迎えている。
その後は1900万トン前後で推移し
ており、87年から順調に成長して
いる。
　中南米で最も原油生産量が多い
のはブラジルであり、次し ・でベネズエ
ラ、アルゼンチンとなっている。
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グラフ1－10中南米の原油生産量
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出所）BP統計より作成
　アルゼンチンの産油量は2000万トン～2500万トン前後で推移しており、近年は約2000
万トンで推移している。一方でブラジルとベネズエラは、1970年には産油量がそれぞれ、
2510万トン、1040万トンであったのが、2000年にはブラジルは8540万トンで約3，4倍、
ベネズエラは2250万トンで約2。2倍に成長しており、中南米の原油生産量の増加に貢献し
ている。
1－4－3　欧列’1
　欧州の2000年の産油量は3億3180
万トンであり、世界シェアは9．2％で
あるが、1970年のそれは4200万ト
ン、1。8％であった。
1990年までの欧州最大の産油国は英
国であったが、91年からはノルウェ
ーに抜かれている。
　　また、英国は1976年より大幅に
産油量を拡大しており、82年に1億
トンを突破し87年には1億2340万
トンとなり、その後91年までに9130
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グラフ1－11欧州の原油生産量
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出所〉BP統計より作成
万トンヘと減少に向かうが、その後は順調に産油量は成長している。
　ノルウェーは1971年より産油国となっており、その時点の産油量は30万トンであったが、
12


　中国に次いで産油量の多い国はインドネシアであり、産油量のピークは91年で8100万ト
ンであったが、その後減少し、99年、2000年と7000万1トン前後で推移している。
1－5　原油消費地の地域的分析
　2Qoo年の時点では、原油消費量の多い地域は北米、アジア太平洋、欧州の順になってい
る。ここでは、各地域の原油消費量がどのように推移してきたかを考察する。
1－5－1　北米
　北米の原油消費量は1970年から
首位を保ち続けている。その中でも
米国の原油消費量が最も多く、世界
一の消費量を誇っている
　原油消費量の動向は、．1974年か
ら75年と、79年から85年にかけ
て減少しており、石油危機による経
済的打撃が立証づけられている。
　世界における米国の原油消費量
のシェアは、1970年では30．8％で
あったが、その後減少し、80年、9
百万トン
唯200
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グラフ1－16北米の原油消費量
1975　　　1980　　　1985　　　1990　　　1995 2000
出所）BP統計より作成
0年、2000年ではそれぞれ26．7％、24．9％、25。5％となっている。
　カナダとメキシコの原油消費用は両国とも米国の約十分の一であり、北米の原油消費量を
牽引しているのは米国である。世界に占めるシェアが他地域の経済発展により低下傾向であ
るとはいえ、今後とも原油の一大消費地域であることには、変わりが無い。
1－5－2　中南米
　中南米の原油消費量は、1979年
に1億6160万トンヘと成長する
が、その後85年まで147．6万トン
まで減少し、近年、着実に増加し
ている。
　この地域の2000年の原油消費
量は221万トンであり、地域別の
順位では欧州に次いで4位である
が、欧州との差は5億3400万トン
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グラフ1－17中南米の原油消費量
1970　　　1975　　　1980　　　，985　 　1990　　　1995　　　2000
出所）BP統計より作成
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で大きく格差がみられる。最も消費量の多い国はブラジルであり、2000年の消費量は8540
万トンであり、カナダやメキシコと肩を並べている。
1－5－3　欧り・卜1
　欧州は世界第3位の原油消費地域
であり、その原油消費量は石油危機
の影響がみられるが、他の地域と比
べ大きな変動は無く、石油ギャップ
は解消に向かっている。域内輸送の
成長は見込めるものの、長距離輸送
の低下によって、海運市場にトンマ
イルの減少をもたらす事が予想でき
る。
　世界の原油消費量のうち、欧州が
占める割合は、1970年が30．3％、8
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グラフ1－18欧州の原油消費量
1970　　　1975　　　1980　　　1985　　　1990　　　1995　　　2000
　　　　　　　　　　　　　　　　出所）BP統計より作成
0年が26。1％、90年が22．6％、2000年が21．5％である。欧州の消費量は、73年、79年に
それぞれ、8189万トン、8309万トンとピークを示し、85年に6628万トンヘと減少した後
に緩やかに上昇している。
　しかし、近年この地域の原油消費量は減少しており、欧州の全ての国の消費量も減少傾向
にあり、環境問題も発生する地域であることから、今後とも消費量の大きな伸びはなく、こ
のままの状態で推移するか、緩やかな減少傾向になると予想される。
1－5－4　旧ノ連
　旧ソ連り原油消費量は、1970年か
ら81年にかけて成長し、2億8706
万トンとなった。しかし、その後緩
やかに減少し、ソヴィエト連邦が崩
壊した1993年から急激に落ち込み、
現在も減少傾向にある。
　世界の原油生産量のうち、旧ノ連
の占める割合をみると、1970年は
11。0％、80年は14．1％、90年は
13．3％であるが、2000年は4．8％と
なっている。
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グラフ1－19　旧ソ連の原油消費量
1970　　　1975　　　　1980　　　1985　　　1990　　　1995　　 200
　　　　　　　　　　　　　　　　出所）BP統計より作成
　仮に旧ソ連地域が大きな経済成長をみせ原油消費量が急増したとしても、パイプラインや
タンカーでの域内輸送が予想され、今後海運市場に及ぼす影響は小さいと思われる。
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からの原油輸入が中近東からの輸入よりも大きくなっているが、1995年より再び中東依存
率が上昇している傾向にある。
　北米への主な原油の輸出先は、カリブ海、アフリカ、中近東である。カリブ海からの原油
輸入は1975年に大きく減少しているが、その後、順調に成長し、95年からは北米への原油
輸送の大動脈となっている。元来、北米の原油中東依存度は高くなかったが、1990年より
増加し、2000年からはカリブ海からの北米への原油輸送とほぼ同量の原油を中近東から輸
入しており、中近東から北米に向けての原油輸送ルートは北米にとって第2の大動脈となっ
ている。
　日本への主な原油の輸出先は、中近東、アジアである。石油危機以後、欧州、北米の原油
中東依存度が一時的に大きく減少し．ているのに対し、目本の減少率は低く、1970年から2000
年にかけて、全般的な中東依存率は高い。また、目本は東南アジアからも原油を輸入してい
るが、その輸送量は減少傾向にある。アジアの原油消費量は急増しており、原油需給ギャッ
プも負の方向に大きくなっているため、東南アジアから目本に向けての輸送は今後も減少し、
中東依存度が大きくなると予想される。
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第2章　世界経済の発展期におけるLNG輸送
2－1　LNG輸送の経済的役割
　天然ガスとは天然に地下から産出し、常温常圧の状態では気体となる可燃性ガスであり、
これを一162℃まで冷却し、液化させたものがLNGである。天然ガスは液化することによ
り、その体積を615分の1にまで減少でき、大量に天然ガスを海上輸送することが可能と
なる。この天然ガスは発電や都市ガスに利用されており、原油のように精製されて様々な
製品に変化することは無いが、原油同様に我々の生活にとって必要不可欠な存在である。
　特に環境問題が重視されている現在、天然ガスの単位発熱量あたりの窒素酸化物、硫黄
酸化物、二酸化炭素排出量が石炭や石油よりも少
ないため、今後の利用拡大が期待される。
　　図表2－1は、世界の天然ガスと原油の消費
量を比較したものであり、天然ガスの消費量は石油
換算した数値である。天然ガス消費量と原油消費量
のそれぞれの伸び率は、2，3倍、L6倍であり、天然
ガスの成長率が大きくなっている。
図表2－1天然ガスと原油の消費量
年 天然ガス 原油
1970 923．8 2253．1
1980 1304．0 2975．1
1990 1773．8 3140．1
2000 2157．5 3519．0
単位）百万トン
出所）BP統計
グラフ2－1天然ガスの地域別確認埋蔵量構成比
　　　3、0％　4．9％
6，9覧　籔
6．9瓢
7，5覧
麟＾
田旧ソ連・東欧
国中東
ロアフリカ
ロアジア・オセアニア
国北米
四中南米
国欧州
グラフ2－2原油の地域別確認埋蔵量構成比
5．3％
ア．3瓢
4．3％1・7％
日中東
図中南米
ロアフリカ
國旧ソ連・東欧
國北米
日アジア・オセアニア
囲欧州
　出所）Oil　and　Gas　Joumal
　また、グラフ2－1及び2－2が示すように、天然ガスは中東依存度が原油よりも小さ
く、世界各地に幅広く分散している。その可採年数は2000年の時点で約62年であり、原
油の約42年と比較しても長く、近年でもアルジェリア、エジプト、タイ、ペルー、ボリ
ビア等の各地で新しいガス田が発見されている．1）
　これらのことから、今後の世界経済の根底を支える一次エネルギーの中で、天然ガスの
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占める割合はこれからも増加し、世界各地に豊富に埋蔵されていることにより、石油危機
のような事態を引き起こすリスクが少なく、世界経済の安定成長への貢献が期待できる。
2－1－1　世界における天然ガスの生産量と消費量の比較
　天然ガスは世界各地に豊富に存在しているが、各地域の生産量と消費量が均衡していな
いためギャップが生じ、輸送を行う必要が生じる。
　図表2－2は、世界の天然ガス生産量から、天然ガス消費量を引いた需給ギャップを示
したものである。
　欧州は特に天然ガスが不足しており、原
油の需給ギャップも世界で一番大きな地域
であることから、輸入に頼らざるを得ない
状況にあるのがわかる。
　逆に旧ノ連は天然ガス、原油共にギャッ
プはプラスであり、その広大な土地に莫大
な天然ガス埋蔵しており、輸出量も1位で
ある。
　現在、LNGを船舶を用いて輸入しているのは、アジア3力国、欧州7力国と米国の計
11力国であるが、2005年頃までには中国、インド、ドミニカ、ブラジル等が輸入を開始
する予定である。さらに、欧州、米肉の輸入量が大幅に拡大すると予測されており、世界
のLNG需要は現在の1億トンから2015年には2億トンを超えると予想されている。2）
　現在、数々のLNGプロジェクトが進められており、世界各地での電力・ガス事業自由
化による新規参入、発展途上国の経済発展による需要増大により、欧州とアジア太平洋地
域の更なる需給ギャップの増大が期待される。
図表2－2地域別天然ガス需給ギャップ
1970198019902000
北米 3．6 14 9．4 8．8
中南米 一〇．1 一〇．8 一〇．1 3．2
欧州 一9．5 一45．1 一102．4一152．8
旧ソ連 一1．7 31．2 88．1 114．9
中東 3．4 2．6 3．3 18．9
アフリカ 1．1 8 29．6 62．3
アジァ太平洋 0．3 0．5 一7．1 一15．4
単位）百万トン（石油換算）
出所）BP統計
2－2　世界における天然ガスとLNGの貿易量
　天然ガスはその特性のため、
輸送や貯蔵が困難であり、輸送
手段が確立されるまで、その利
用は産出地周辺に限られていた。
　天然ガスが輸送され始めたの
は、パイプライン技術が向上し
た1950年代であり、海上輸送
では世界初のLNGタンカー
METHANE　PIONEERが
1959年に米国から英国に輸送
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を行ったのが始まりである。3〉　　　出所）Annual　LNGShippingmarketand　F・recast
　天然ガス導入初期では、パイプライン以外に輸送手段が無く、世界中に天然ガスは埋蔵
されていたが、その主な消費地域は米国、欧州、旧ソ連と先進工業国に限定されていた。
しかし、LNGプロジェクトの商業化が成功すると、アフリカやアジア諸国がガス貿易へ
参加し、これがガス貿易の発展へとっながった。4）
　グラフ2‘3をみると、パイプライン、LNG船
による輸送量は大幅な伸びを示している1パイプラ
インでの輸送量がLNG船のそれよりも大幅に大き
いのは、天然ガスの消費が著しい米国、欧州それぞ
れがカナダ、ロシアからの輸入が多く、海上輸送を
行う必要が無いためである。また、2000年における
ロシア、カナダ、ノルウェー、オランダ、イギリスの天然ガスの輸出は、100％パイプラ
インで行われている。5〉
　一方で、LNG船による輸送の多くはアジア向けである。天然ガス輸入をLNG船のみに
依存している国は、目本、韓国、台湾であり、LNG船輸送におけるそれぞれの国の占め
る割合は、2000年では52．9％、14．4％、4．3％となっており、合計で7割以上を占めてい
る。6）
　フランス、スペイン、米国、イタリア、ベルギー等の国々もLNG船による天然ガス輸
入を行っており、2000年の天然ガス貿易では、スペインは輸入量の50％、フランスは35％
をLNG船に依存しているが、他の国々は圧倒的にパイプラインによる輸送量が勝ってい
る。7）
図表2－3生産量に占める　送量の割合
年 パイプライン LNG
1970 4．1％ 3．0％
1975 8．9％ 10．0％
1980 11．｛％ 21．0％
1985 10．2％ 29．0％
1990 11．9％ 36．0％
1995 13．9％ 43．0％
2000 16．1％ 57．O％
出所）BP統計
2－2－1　LNGの海上輸送量
　図表2－4は1990年からのLNGの海上輸送量
とその成長率を示したものである。
　2000年の海上輸送量は1970年と比較すると約
1，9倍に成長しており、海上輸送距離は約2．4倍
と輸送量よりも大きく成長している。
　LNG船による天然ガスの輸入量が多い国は、
日本、韓国、フランス、スペイン、台湾、米国で
ある。
　次にそれぞれの国にっいて、考察する。
①　目本
　日本は世界でLNG輸入が最も多い国であり、その輸入先は9力国に及んでいる。日
本のLNG市場は成熟しており、近年の日本経済の成長率が小さいことからも、需要の
伸びは小さくなっている。
23
　輸入されるLNGの多くは、電力会社や都市ガス、石油化学工場で使用されている。
電力消費量の低下は
LNGプロジェクトに直
に影響し、実際に大阪ガ
ス2002年4月に計画し
ていたLNGターミナル
の建設中止を発表してい
る。
　近年では、目本のLNG
輸入形態は弾力的な方向に向かっており、中部電力はマレーシアのLNGTigaと非常時
におけるLNG供給を契約している．その枠組みの中にはLNGの最大輸入量に関する
項目は無く、10目前までにLNG購入を通知すれば良いことになっている。また、東京
ガス、大阪ガス、東邦ガスとマレーシアLNGTigaが2002年2月に交わした契約は、
より柔軟性に富んだものであり、積荷契約に関してはより一層の柔軟性を含んだものに
改められており、在庫費用の低減が期待される。8）
図表2－5日本のLNG輸入先と輸入量
年 計 AD㎞i　AlgeriaAust．Brunei1ndo．MalayOmanQat冴USA
1ggo86．66 5．79　　0．137．墨 130542．5315．59 2．46
199184．525．83 8．67 11．6フ 40．3415．84 2．17
199285．76 5．53 10．0911．5540．6815．62 228
199386．13 5．44 10．6912．1339．1916．39 2．29
199492．24 6．90 13．1211．9540．501フ．21 2．55
199594078．77 14．9512．1838．0217．55 2．60
199698．31 9．24 重5，41 11．8639．2919．72 2．77
1997書04．6810D9 15．4711．72394020．84 4．40 2．77
1998107．389．go 書5．62 11．5639．8321．28 6．19 3．00
で999”2．89 で0．26 15．5411．91 39．9721．90 0．で3 10432．90
2000118．4810D7 15．5612．8839．9324．04 1．32 12．9ゴ 2．98
出所）LNG　andTransport2002単位）mcm
②　韓国
　韓国は目本に次いでLNG輸入
が多い国であるが、その貿易形態
は多様ではない。KOGAS9）が唯
一の輸入者であり、LNGターミ
ナルは仁川と平沢の二ヶ所のみで
あるが、2005年までに江陵に新し
いターミナルを建設する暫定的な
計画が存在する。輸入量はアジア
通貨危機の影響を受けているが、
韓国のL　NG輸入は成長しており、KOGAS既存のL　NGターミナルの拡大を推し進め
る計画を推進中である。10）
図表2－6韓国のLNG輸入先と輸入量
年 計 A．DhabiAust．BruneiIhdo． Malay0㎜ Qatα
19905．63 5．63
19916．08 6．08
19927．54 7．21 0．33
19939．96 0．簾2 0．12 9．09 0．63
199413．06 0．6011．82 0．64
199515．48 ω6 1．63 11．402．28
199621．〔舛 0．16 1．61 13．65 5．62
199725．46 1．62 15．08 8．76
199822．99Q13 1．29 15．42 6．15
199928．45Q13α12 1．62 18．53 7．08 1．08
200031．81 053α12 1．74 13．57 5．32 3．407．12
出所〉LNGandTranspαt2002単位mGm
②　フランス
　フランスが輸入しているL　NGは、Gaz　de
Franceが輸入しており、大西洋側のMontoir
de　Bretagneと地中海に面したFos　sur
Merにターミナルが存在する。Fosの水深は
9．75mであり、巨大なLNG船は入港できな
いが、Montoirは13万立方メートルの積載
量をもっLNG船が入港可能となっている。
近年のフランスのL　NG貿易で注目すべき点
図表2－7フランスのLNG輸入先と輸入量
年 計 A．Dhabi　Algeria　　Nigeria　　　Qatar
199016．95 16．95
199で14．98 14．98199215．15 15．15
199314．85 14．85
199412．75 12．75
199512．92 1．38　　1で，53
199612．19 0．3望　　”．88
199714．80 14．80
199816．34 薯6，34
書99916．45 16．22　　0．12　　0、12200019．07 14、52　　4．43　　0．12
出所）LNGandTransport2002単位）mcm
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は、ナイジェリアからのLNG輸入にさらに2隻の大型LNG船を投入したことであり、
現在、7隻体制で輸送が行われている。
　Gaz　de　Franceは、エジプトからのL寅G輸出の開発も手掛けており、アレキサンド
リアの東に位置するIdkuからフランスヘ2005年の中頃には輸出が開始される予定であ
る。また、Gaz　de　FranceはノルウェーのSnohvitfield開発に対して12％の利権を持
っており、近年、74万立方メートルの積載量をもっLNG船を発注しており、2005年
に引き渡されて地中海輸送に従事する予定である。11）
③　スペイン
　スペインのガス市場
は急速に発展しており、
欧州圏ではすでにフラ
ンスに次いで第2位
の市場となっており、
消費される天然ガスの
50％がLNG船で輸
入されており、Repsol
　　af自1iate　Enagas
は　、　Barcelona　、
Cartagena、Huelv＆のターミナルからL　NGを輸入している。スペインが最も多くL　N
Gを輸入しているアルジェリアやリビアからは、積載量が2万5千から4万立方メート
ルの小型のLNG船を用いて輸送を行い、積載量が7万から13万8千立方メートルの
大型L　NGは長距離輸送に用いられている。
　現在、3基あるLNGの再液化ターミナルを、成長を続けるLNG輸入と天然ガスの
国内消費に対処するため、拡張する計画がある。電力会社であるUnion　Fenosaは、エ
ジプトにある建設中の天然ガス液化ターミナルを購入する契約を交わし、また、六レン
シアに新しいLNGターミナルを建設する予定である。
　Bilb段aoやスペイン北部にもターミナルの建設が予定されており、そこにBahia　de
Bizkaiaグループが新しく発電所と共にL　NG受け入れ施設を建設する予定である。ま
た、スペイン北西部のEI　FerrolにアルジェリアからのLNGを受け取るための施設を
さらに建造する計画もある。
　1999年の終わりに、EnagasはLNG輸入に関する独占をCepsaに破られ、そして
2000年にはBP　Amcoが参入してきた。後者はBilbaoのL　NGプロジェクトに参加し
ており、アルジェリアからスペインにパイプラインで輸送される天然ガスの販売に合意
L、スペインで市場操作を行い、一連のガス火力発電所を建設する戦略的な提携を
RepsolYPFと結んだ。また、Shel1もスペインの消費者向けのL　NG購入をオマーンと
契約した。12）
図表2－8スペインのLNG輸入先と輸入量
年 計 A．DhabiAlgeriaAust．Libia　　Malay　Nigeria　OmanQatarT inida
19908．20 5．83 2．37
19918．80 6．09 2．71
19929．51 6．50 3．00
で9939．57 6．95 0．06 2．56
199410．72 7．58 0．75 2．38
199512．35 0．70 8．52 0．52 2．61
199612．37 で．61 8．58 0．04 2．15
199710．59 1．90 6．64 1．74 0．32
19989．93 1．05 6．65 1．46 0．78
199912．07 0．50 7．42 1．54　　　　　　0．13 1．42 1．06
200015．16 0．39 7．49 1．28　　　　0．12　　　　3．62　　　　0．360．50 1．40
出所） しNG　andTransport2002単位）mcm
25
④　台湾
　台湾のLNG輸入はCP　C13）が行っており、
YungAnにターミナルがある。台湾政府は環境問
題対策のため、2010年までにLNG消費量を三倍．
にする計画である。
　台湾のエネルギー部門の自由化は、多数の新し
いL　NGターミナルの建造が必要とし、目本と台
湾の企業は、Tao　Yhan地方にLNG輸入ターミ
ナルを建設するため、合弁企業であるTing　Gas
を設立した。ガスはカタールから輸入される予定
であり、2001年からはオマーンからの輸入も実施
している。14）
　しかし、I　T不況やテロ事件で米国経済が停滞したことにより台湾経済は伸び悩んで
おり、電力需要も計各時よりも成長率が鈍化し、台湾政府は発電所の建設計画を全面的
に延期している。
　現時点での天然ガス消費量の伸びは小さいが、中長期的にはエネルギー需要は確実に
伸び、台湾も目本と同様に天然ガス輸入は100％ILNG船に依存しているため、海上荷
動き量の成長が期待できる。15）
図表2－9台湾のLNG輸入先と輸入量
年 計 Indo．　　　Malay
1990 1．78 1．78
1991 3．33 3．33
1992 3．62 3．62
1993 3．75 3．75
1994 5．00 5．00
1995 5．42 4．34　　　　1．08
1996 5．72 3．37　　　　2，36
1997 7．03 3．77　　　　3．26
1998 8．54 4．24　　　　4．30
1999 8．75 4．96　　　　3．79
20009．70 5．77　　　　3．93
出所）LNGandTransport2002単位）mcm
　⑤米国
　　米国でのLNG需要
は増加しており、LNG
輸入は今まで以上に重要
な役割を担うと予測され
ている。
　しかしながら、米国は
カナダよりパイプライン
を用いての天然ガス輸入
が大部分を占めるが、
2020年までにLNG輸
入は4倍となり、米国の
ガス消費量のエ4，7％がLNG船で輸入されると予測されている。
　現在、米国にはEverett、Bos加n、Lake　Charles、Elba　IslandにL　NG輸入ターミナ
ルがあり、2003年にはCovePointにあるLN「G輸入施設が再稼動される見込みである。
　しかしながら、GulfofMexico、North　Carolina、Bahamas、Floridaを含め、新施設
の建設には利権が絡み、環境面の立場からも賛同を得ることは難しくなっており、それら
の問題を回避するために米国国外に施設を建設する案も立案されている。さらに、既存の
図表2－10米国のLNG輸入先と輸入量
年 計 A．Dhabi　Algeria　Aust，　Indo．　Maby　Nigeria　Oman　Qatar　Trinida
19904．38 4．38
1991 2．99 2．99
1992 2．02 2．02
19933．84 3．84
1994 2．46 2．46
19950．84 0．84
1996 1．89 0．31　　1．57
1997 3．65 0．18　　2．92　　0．55
1998 4．03 0．26　　3．2！　　0，56
1999 7．67 0．13　　　3，53　　　　　　　　　　0．12　　　0．58　　　　　　　　　　　　　　　　0．95　　　2．36
200Q10．7雪 0．13　　　2．33　　　0．29　　　（｝．13　　　　　　　　　　0．61　　　0．64　　　　2．i　　　4．47
出所）LNG　andTrans・rt2002単位）mcm
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ターミナルの収容能力が近い将来には限界に達すると見込まれており、El　PasoはElba
Islandに所有する施設を2005年までに80％増加させる計画である。16）
2－3　原油輸送量とLNG輸送量の比較
　世界における原油と天然ガスの消費量は増加傾向にあり、消費量の増加率では原油より
もLNGの方が大きいことはすでに述べたとおりである。また、LNGの貿易量とはLNG
船での輸送であるため海上荷動き量とし、ここでは、原油とLNGの海上荷動き量に焦点
を絞って、比較検討を行う。
　左のグラフは原油とLNGの
海上荷動き量の比較である。
　原油の荷動き量は石油危機の
影響が大きく現れているが、L
NGに関しては右肩上がりとな
っている。2000年の原油とLN
Gの海上荷動き量は16億1200
万トンと1370億立方メートル
であり、1970年と比べ、それぞ
れ、1．6倍と45，7倍あり、この
30年問でLNGの海上輸送に対
する需要が急増している。
出所）AnnualLNGShippingmarketandForecast海運統計要覧
bcm
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　また、図表2－1では世界の天然ガス消費量は1970年から2000年にかけて2．3倍とな
っており、図表2－3では世界で産出される天然ガスの57％が海上輸送されている。
　現在、計画されているL　NGプロジェクトは29あり、L　NG輸送に関する運航技術の
蓄積によってリスクが軽減されてきたことや、船価が低下してきたこともあり、今後とも
L　NGの海上荷動き量は増加する傾向にある。
2－4　稼動中のLNGプロジェクト
　世界で初めての商業用規模のLNGプロジェクトはアルジェリアから英国向けのLNG
輸出であり、1964年9月から開始され、その翌年の4月にはフランスにも輸出されてい
る。その後、アラスカ、リビア、ブルネイ、アブダビ、インドネシア等で続々とLNGプ
ロジェクトが稼動した。
　以下に現在稼動中であるLNGプロジェクトを示す。
27
図表2－11世界のLNGプロジェクト
輸出国 輸入国 供給者 購入者 契約数量
トン／年
契約
態
供給
始（年）
契約
間（年）
アルジェリア フランス SonatrachGaz　de　France40 FOB1964 28十10
270 1972’26十15
400 1982 20十10
70 1992 10
スペイン Enagas 304 FOB1975 23十6
ベルギー Distrigqas 300 FOB1982 20十5
イタリア SNAM 135 1997 20
米国 Panhandle　Eastem330 FOB1987 20
Distrigqas　Boaton96 1988 15
トルコ BOTAS 290
8
1994
999
20
2
ギリシャ DEPA 60 1999 21
リビア スペイン Sirte　OiI Enagas 181 FOB1971 22十18
米国 日本 Philips 東京電力 98 CIF 196915十5十15
Marathon 東京ガス 32
ブルネイ 日本 　B田nei　LNG
Brunei政府
She聾
三菱商事
東京電力
京ガス
阪ガス
403 C！F 1972 20十20
書24
74
韓国 韓国ガス公社 フ0 1994 20
アブダビ 日本 　　ADGAS
ADNOC
三井物産
BP
サラワク州
東京電力 430 CIF 1977 17十25
インド EURON 50 2001 20
マレーシァ 日本 　M－LNG－1
Petronas
She醐
三菱商事
サラワク州
東京電力
京ガス
400 CIF 1983 20
200
東京電力
京ガス
80 1991 12
60
西部ガス 20 1993 20
マレーシア 日本 　M－LNG－H
Petronas
She”
三菱商事
サラワク州
東京ガス
阪ガス
西電力
邦ガス
80 1995 20
60
42
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東北電力 50 1996 20
静岡ガス 45 1996 20
仙台市ガス 15 1997 20
西部ガス 16 1999 20
台湾 中国石油公社 225 CコF 1995 20
韓国 韓国ガス公社 200 FOB1995 20
インドネシァ 日本 Pertamina 関西電力
部電力
州電力
阪ガス
日本製鉄
邦ガス
257
Badak
977
run
978
23＋1｛
215
156
130
62
25
中部電力
西電力
阪ガス
邦ガス
165 1983 20←8
88
44
55
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供給 契約
輸出国 輸入国 供給者 購入者 契約数量 契約 開始 期間
万トン／年 形態 （年） （年）
インドネシア 日本 Pertamina 東北電力 301 1984 20＋5
東京電力 51
大阪ガス 127 1994 20
東京ガス 92
東邦ガス で2
広島ガス 21 1996 20
大阪ガス 10
日本ガス 8
韓国ガス公社 230 1986 21
200 で994 20
100 1998 20
中国石油公社 165 1990 20
184 1998 21
オーストラリア 日本 She” 東京電力 ”8 CIF1989 20
BHP・ 中部電力 105
BP 関西電力 113
Ghevron 中国電力 111
Woodside 九州電力 105
MIMl 東京ガス 79
・三井物産 大阪ガス 79
・三菱商事 東邦ガス 23
カタール 日本 QLGC 中部電力 400 CIF 1997 25
・QGPC 東北電力 52 1998 24
・Total　Fina　EI『 東京電力 20
・Exxon　MobiI 関西電力 29
・三井物産 中国電力 12
・丸紅 東京ガス 35
大阪ガス 35
東邦ガス 1フ
カタール 韓国 Ras　Laffan　Gas韓国ガス公社 480 1999 25
・QGPC
・Exxon　Mobil
インド ・伊藤忠商事 Petronet 750 2003 36
・日商岩井
・KO（コAS
オマーン 日本 Oman　LNG大阪ガス 66 2000 25
・Oman政府
・She”
韓国 ・Total　Fina　Elf韓卑ガス公社 410 2000 25
・KOGAS
・Partex
インド ・三井物産 Euron 160 2001 20
・三菱商事
・伊藤忠商事
トリニード・ 米国 Atlantic　LNGCabot 184 FOB薯999 20
トバゴ ・BP
・BG
スペイン ・Repsol Enagas 124
・Cabot
・NGCT　and　T
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輸出国 輸入国 供給者 購入者 契約数量
トン／年
契約
態
供給
始（年）
契約
間（年）
ナイジェリア イタリア 　Nigeria　LNG
NNPC
She”
Total　Fina日f
Agip
EneI 283 CIF 1999 22
スペイン Enagas ”8
19
1999
002
22
0
トルコ BOTAS 88 1999 22
フランス
Gaz　de　France37 1999 22
ポルトガル Transgas 24
1
1999
002
22
0
出所）COMPASS
　以上のように現在では、プロジェクトとして12の国からLNGが輸出されており、13の
国がLNGを輸入している。供給者は21となづているが、この数値には合弁企業も含まれる
ため、実際に関与している企業数は26、政府が2、地方自治体が1の計29であり、購入者
数は31となっている。契約数量が最も多いのは韓国ガス公社で1690万トンとなっているが、
東京ガスは一社だけで1600万トンとなっており、世界第二位のLNG輸入国である韓国に匹
敵する量を契約している。また、目本企業の購入数量の合計は5475万トンであり、電力会
社が3801万トン、ガス会社が1612万トンとなっており、目本の電力会社だけで各プロジェ
クトの総契約数量の3割を占めている。
　また．契約方式はFOB契約かCIF契約が多く用いられ、契約期問は20年以上のものが
大多数を占めており、天然ガスに対する長期安定供給に対する需要が大きいことがうかがえ
る。
2－5　天然ガス生産の地域的分析
　天然ガスの生産量と消費量は、海上荷動き量に最も大きな影響を与える要因である。ここ
では、地域別の天然ガス生産量の動向を考察する。
2－5－1　耳ヒ米
　北米の天然ガス生産量は2000年では石油換算で6億72万トンであり、世界計では約28％
を占めている。
　北米の天然ガス生産量は、1970年代半ばから86年にかけ減少した後に成長に転じている。
この生産量の減少は世界経済が石油危機の影響を受けた時期とも重なっており、エネルギー
需要の減少によるものである。
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な変動をみせず、その後、再び上
昇している。この様な成長をみせ
ているものの、天然ガス需給ギャ
ップが世界で一番大きな地域であ
り、他の地域への輸出は不可能と
なっている。
　また、この地域の天然ガス輸入
はロシア、ノルウェー、オランダ、
アルジェリア、イギリスからのパ
イプラインによる域内輸送が盛ん
であるが、フランス、スペイン、
イタリア、ベルギー、
百万トン
（石油換算）
300
250
200
150
100
50
　0
　1970
グラフ2－6欧州の天然ガス生産量
1975　　　　1980　　　　1985　　　　1990　　　　1995　　　　2000
　　　　　　　　　　　　　　　　出所）B　P統計より作成
　　　　　　　　　　トルコは、LNG輸入も行っており、2000年の輸入量は3241億立
方メートルであり、世界計では約24％を占めており、LNGの海上荷動き量に大してアジア
に次いで影響力を有する地域である。19）
2－5－4　旧ソ連
　旧ソ連の2000年の天然ガス生産
量は石油換算で6億720万トンであ
り、世界シェアでは約28％を占めて
いる。
　この地域で天然ガスの生産量が一
番多いのはロシア共和国であり、
2000年の生産量は世界の生産量の
約23％であった。
　この地域の天然ガス生産量は
1970年から90年にかけて4．1倍に
成長するが、その後、98年まで減少
百万トン
（石油換算）
800
600
400
200
0
グラフ2－7旧ソ連の天然ガス生産量
1970　　　　19フ5　　　　1980　　　　1985　　　　1990　　　　↑995　　　　2000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所）B　P統計より作成
し現在は再び緩やかな成長に転じている。この動きは原油生産量でも確認することができ、
ソヴィエト連邦の崩壊による影響を受けたためである。
　また、この地域の天然ガス生産量は消費量を大きく引き離しており、世界の天然ガスの
37．9％がこの地域に存在する。しかも、天然ガス需給ギャップが大きくマイナスである欧州
と隣接していることもあり、ロシアはパイプラインによる天然ガス輸出量が世界一である。
今後とも生産量の拡大が期待できるが、欧州への輸出は現在まで全てパイプラインで行われ
てきたため、今後、海を隔てた地域への輸出が無い限り、海上荷動き量には影響を与えるこ
とは無い。
32

2－5－7　アジア太平洋地域
　アジア太平洋地域の天然ガス生産
量は、1970年には石油換算で1450
万トンであったが、2000年にはその
約17．1倍の2億4620万トンヘと成
長を遂げた。特に成長の著しいのは
インドネシアとマレーシアであり、
これらの国はLNGプロジェクトと
して、アジアヘの国々へ輸出を行っ
ており、マレーシアは15億立方メ
ートルと微量ながらもパイプライン
による輸出も行っている。21）
百万トン
（石油換算）
300
250
200
150
100
50
　0
、　1970
グラフ2－10アジァ太平洋地域の天然ガス生産量
1975　　　　1980　　　　1985　　　　1990　　　　1995　　　　2000
　　　　　　　　　　　　　　　　　出所）BP統計より作成
　特にLNGの最大輸入国である日本はインドネシア、マレーシアからの輸入が5割を超え、、
韓国と台湾もこれらの国からLNG輸入を行っているため、アジア太平洋地域の天然ガス生
産量の成長は、アジア、特に日本が支えてきたと書っても過言ではない。しかしながら、目
本の天然ガス市場は成熟しているため、大きな成長は期待できないが、2005年までには中国
がLNG輸入を開始する計画であり、この地域から輸入を行うことは距離的に間違いなく、
更なる成長が期待できる地域である。
2－6　天然ガス消費地の地域的分析
　2000年の天然ガス消費量が多い地域は、北米、旧ソ連、欧州の順となっている。ここでは、
各地域の天然ガス消費量がどのように推移してきたかを考察する。
2－6－1　北米
　北米の天然ガス消費量は、1970
年から86年にかけて減少傾向であ
るが、その後から現在にいたるまで
上昇傾向にある。
　北米は天然ガスの一台消費地であ
り、その中でも米国の消費量は世界
一であり、その世界におけるシェア
は2000年で約27％である。米国の
天然ガス輸入は体積当たりでは、カ
ナダからのパイプライン輸送が多い。
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グラフ2』11北米の天然ガス消費量
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出所）B　P統計より作成
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る。
　この地域で天然ガス消費量が多い国は、イギリス、ドイツ、イタリア、フランス、オラン
ダであり、2000年の消費量はそれぞれ石油換算で8640万トン、7150万トン、5840万トン、
3570万トン、3530万トンである。イギリス、オランダはパイプラインを用いて天然ガスを
輸出しており、ドイツは輸入を行っている。
　LNGを輸入している国は、フランス、スペイン、イタリア、ベルギー、ギリシャであり、
これらの国のLNG輸入量の総量は約290億立方メートルであり、世界のLNGフローの24％
がこの地域に向けられている。イタリアとベルギーの天然ガス消費量は伸び悩んでいるが、
特にLNG輸入量の多いフランスとスペインのLNG消費量は成長しており、今後も海上荷
動き量の上昇に貢献できる地域である。
2－6－4　旧ノ連
　2000年の旧ソ連の天然ガス消
費量は、石油換算では4億9230
万トンであり、世界シェアは約
23％である。1970年から91年ま
での消費量は他の地域と比べ、そ
の成長率が一番大きくなっている。
　しかしながら、その後97年ま
でその消費量は落ち込み、現在ま
では緩やかな回復傾向にある。
　こ．の地域における原油消費量は、
ソヴィエト連邦が崩壊してからは
百万トン
（石油換算）
700
600
500
400
300
200
100
　0
　1970
グラフ2－14旧ソ連の天然ガス消費量
↑975　　　　1980　　　　1985　　　　1990　　　　1995　　　　2000
　　　　　　　　　　　　　　　　出所）B　P統計より作成
減少傾向にあり、石油換算では天然ガス消費量が原油消費量よりも多い唯一の地域である。
この傾向は1970年代半ばより確認でき、今後とも天然ガスが主要エネルギーとしての地位
を確保し、消費量は増加が見込まれる。
2－5－5　中東
　2000年の中東の天然ガス消費量は、石油換算では1億7340万トンであり、世界シェアは
約8％である。
　この地域の天然ガス消費量は1984年より、急激に増加しており、現在の成長率が維持さ
れれば、2005年までには天然ガスが一次エネルギーに占める割合が原油と同率となる。
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なっている。
　この地域の天然ガス生産量は増加しつづけているものの、1980年頃より消費量が生産量を
上回っている。そのため、日本は域内のみならず他の地域からのLNG輸入を行っている。
　特にこの地域は欧州の様に陸続きではなく、パイプラインが発達しにくい地理的特性を有
しており、今後その消費量が拡大されることからも、将来的には今まで以上にLNG船市場
に大きな影響をあたえる地域となることが予想される。
2－7　LNG輸出・輸入国の推移
　図表2－12は、1970年から2000年にかけてのLNG輸入国と輸出国の変遷を示したも
のである。以下にその変化を探るとともに、海上荷動き量の変化について考察する。
図表2－12LNG輸入国と輸出国の推移
咄国 1970197519801985199019952000
アルジェリア 1’．49 3．776．6712．6419．0518．1126．32
米国 1．14 1．41 1．16 1．37 1．36 1．65 1．65
リビア 0．063．13 1．941．041．24 1．49 0．80
ブルネイ 一 4．747．496．867．21 8．438．79
アブダビ 一 一 2．603．11 3．206．786．93
インドネシァ 一 一 11．4819．9427．5333．1135．70
マレーシア 一 一 一 5．928．6112．9421．03
オーストラリア 一 一 一 一 3．949．8110．11
カタール 一 一 一 一 一 一 14．04
トリニード・ドバコ 一 一 一 一 一 一 3．51
ナイジェリア 一 一 一 一 一 一 5．61
オマーン 一 一 一 一 一 一 2．47
輸入国 1970197519801985199019952000
フランス 0．552．572．127．869．31 7．9711．23
日本． 1．146．｛5 22．7337．2047．9057．9272．46
スペイン 006103 1．87 2．434．446．938．47
米国 0．020．142．430．71 2．470．546．24
イタリア 一 2．241．350．280．030．054．78
ベルギー 一 一 一 2．403．904．864．20
韓国 一 ｝ 一 一 3．089．5319．68
台湾 一 一 一 一 0．963．325．90
トルコ 一 一 一 『 ｝ 1．203．70
ギリシア ｝ 一 一 一 一 一 0．30
出所）Annual　LNG　Shi　m　MarketReview＆Forecast単位lbcm
　LNGの主な輸出国はインドネシア、アルジェリナ、マレーシアである。2000年における
それぞれのLNG輸出量世界シェアは、インドネシアが26％、アルジェリアが19％、マレー
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シアが15％となっている。この3国はいずれも1990年台より輸出量が大幅に上昇している。
また、2000年には12力国がLNGを輸出しているが、その中の8力国は1990年より前に
LNG輸出を開始しており、残りの4力国は1997年から2000年の問に輸出を開始している。
　LNGの海上荷動き量は成長を続けており、その中でも日本は安定的に輸入量を拡大し、
LNG貿易で大きな地位を占めている。しかしながら、LNG輸入量の世界シェアは1980年
代初頭には70％であったが、2000年には53％へと低下している。
　韓国は1994年にフランスを抜き、世界第2位のLNG輸入国となっており、2000年には
世界で海上輸送されたLNGの14％が韓国向けとなっている。また、他のLNG輸入国では、
台湾とトルコの輸入量が1995年より大きく成長している。
　1980年代より、最も海上荷動き量が多いのは、インドネシアから目本にかけての航路であ
り、2000年におけるLNG海上荷動き量の世界シェアは29％となっている。
　近年のLNGの主たるフローは、インドネシアからアジアに向けての荷動きであり、次い
でアルジェリアから欧州向け、マレーシアからアジア向けとなっている。アジア向けのLNG
の海上荷動き量で、日本向けの荷動き量が大きな割合を占めるのは原油と変化はないが、世
界のLNG海上荷動き量の約70％がアジア向けであり、欧州向けが約22％、北米向けが約5％
となっている。これは、原油の地域別海上荷動き量の割合と比較しても圧倒的にアジアの比
率が高くなっており、逆に北米の比率が大幅に減少しており、アジア地域へのLNG荷動き
は世界のLNGフローの大動脈となっている。
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【注釈】
1）
2）
3）
4）
5）
6）
7）
8）
9）
10）
！1）
12）
13）
14）
15）
16）
17）
18）
19）
20）
21）
財団法人天然ガス導入促進センター　明目を開くクリーンエネルギー　P5
　財団法人天然ガス導入促進センター　2001年12月発行
海事プレス社　コンパス・2002年別冊　P6　海事プレス社　2001年12月発行
タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P413　成山堂　1993年4月28目発行
タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P444　成山堂　1993年4月28目発行
財団法人天然ガス導入促進センター　需給データレポート・2002　P12
　財団法人天然ガス導入促進センター　2002年6月発行
Drewry　　Annual　LNG　Shippin言Market　Review＆Forecast　　P61～P63　Drewry
　2002年11月発行
財団法人天然ガス導入促進センター　需給データレポート2002　P13
　財団法人天然ガス導入促進センター　2002年6月発行
CLARKSON　LNG　　Trade＆Transport2002　　P115　　CLARKSON
　2002年12月発行
、KoreaGas　Corporationの略
CLARKSON　LNG　　Tra（le＆Transport2002　P133　　CLARKSON
　2002年12月発行
CLAR』KSON　LNG　　Tra（le＆Transport2002　P103　CLARKSON
　2002年12月発行
CLARKSONLNG　　Tra（le＆Transport2002　P139　CLARKSON
　2002年12月発行
Chinese　Petroleum　Corporationの略
CLARKSON　LNGT￥a〔le＆野ansport2002　P145　　CLARKSON
　2002年12月発行
海事プレス社　コンパス・2002年別冊　P8海事プレス社　2001年12月発行
CLARKSON　　LNG　Trade＆Transport2002　P153　　CLARKSON
　2002年12月発行
財団法人天然ガス導入促進センター　需給データレポート2002P10
　需給データレポート2002
財団法人天然ガス導入促進センター　需給データレポート2002　P12
財団法人天然ガス導入促進センター　2002年6月発行
財団法人天然ガス導入促進センター　需給データレポート2002　P12～P15
財団法人天然ガス導入促進センター　2002年6月発行
財団法人天然ガス導入促進センター　需給データレポート2002　P14
財団法人天然ガス導入促進センター　2002年6月発行
財団法人天然ガス導入促進センター　需給データレポート2002　P14
財団法人天然ガス導入促進センター　2002年6月発行
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第3章　エネルギー時代におけるインダストリアルキャリアの輸送形態の特徴
3－1　エネルギー資源輸送における傭船活動の経済的役割
　荷主が輸送サービスを利用する場合、サービスに対する対価として物流業者に運賃が支払わ
れる。輸送された財はその購入価格に運賃と荷主の利潤が加味されて消費者に販売されている。
この場合において、財が高価値であるものならば、販売価格に占める運賃の比率は小さくなる
が、財が低価値であると、販売価格に占める運賃の比率が大きくなり、運賃の変動によって販
売価格が大きく変動することとなる。
　船舶による海上輸送サービスの運賃は、一般的にその時の海上荷動き量と船腹量によって決
定される。海上荷動き量は貿易を行う国の経済状況に左右されるため、ある年の荷動き量が大
幅に増加しても、その翌年には荷動き量が成長せずに減少することも有りうる。
　しかし、船腹量を荷動き量に対して弾力的に変化させることは困難である。船舶は巨大な構
築物であるため、その建造には1隻で数10億円、時には100億円以上もの大規模な投資であ
り、発注を行ってから竣工引渡しまで通常1．5年から2年の歳月が必要となる。1）そのため、
船主は建造した自社船を荷動き量に追従させて解撤させることは行わないので、船腹需給が崩
れ運賃の変動が市場に現れる結果となる。
　運賃の変動リスクを抑制する手段として、荷主が自ら輸送手段を所有し、自己の貨物を輸送
するこ とがある。トラックの所有に大きな資本力は必要とならないが、船舶の所有にはある程
度の資本が必要となり、それなりの経営力を持った企業で無ければならない。しかも、船舶の
価格は変動しており、一般的に海上荷動き量の多い時期には船価が高く、逆に荷動き量の少な
い時期には船価は安くなっており、自家物流を船舶で行う際には船舶を建造する時期を選択す
る必要が生じる。
　自ら船舶を所有するか、100％出資や株式の大半を所有する海運会社を子会社として設立し、
自己の貨物を輸送する企業は、インダストリアルキャリアと呼ばれている。これは大手石油会
社や、日本の石油精製会社等に多くみられる例である。2）インダストリアルキャリアとなる
利点は運賃の変動リスクを受けないため、安定した価格での消費者への自社製品の安定供給と、
自社グループ内へ運賃を支払うことにより、資本の流出を防止できる点にある。
　しかし、インダストリアルキャリアとなった会杜が、経済の停滞によって自社の製品の売れ
行きが予想を大きく下回ったことにより生産量調整を行い、原材料の需要が減少しでも自社船
の船腹量調整を行うことは困難である。それに加え、船舶は稼動していなくとも固定費用が必
要であるため会社のカを弱めていくこととなる。
　そのため、インダストリアルキャリアとなるには、将来の需要を予測し、自社にとって必要
最低限の船腹量のみを所有し、自社の製品が存在する市場の動向によって、さらなる船腹量が
必要となるようであれば、新たな船舶を必要量だけ傭船することが経営を安定させる手段とな
る。中核の企業では年間要輸送量の60～80％は自社船で輸送し、残りの40～20％を大手オペ
レーターからCOA契約、もしくは定期用船契約をかわして船舶を調達しており、さらにはイ
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ンダストリアルキャリア自らが荷主となり、スポット傭船を行うこともある。3）
　インダストリアルキャリアのみに関わらず、自社の資本力のみで船舶を所有する余裕が無く、
海外からの輸入に頼らざるを得ない会社は常に傭船を必要とする。
　このように傭船活動は必要時のみに行われている。そのため、企業側としては多大な在庫を
抱える必要が無く、それにかかる保管費用を縮小させることも可能となる。そして最終的には
生産物の販売価格を低く設定することが可能となるのである。特に、電力生産や石油等のエネ
ルギーに関する海上輸送は経済の根底を支える重要なインフラストラクチャーである。電力や
石油価格の上昇は経済に悪影響を与えるため、安定的な経済成長のためにも、船腹量を需給の
変動に弾力的に対応することが必要であり、その調達には傭船が欠かせない存在となっている。
3－1－1　インダストリアルキャリッジの特徴
　インダストリアルキャリッジとは、産業資本が自己の原材料や製品を自己が保有し運航する
船舶で輸送する形態である。産業資本が自己の製品を生産するには、開発物流、調達物流、生
産物流、販売物流等が必要となるが、この調達物流を自家輸送で担うのが、インダストリアル
キャリッジである。4）
　日本で多く確認できるインダストリアルキャリッジは、大手荷主が自己の貨物を輸送するた
めに、100％または大半の株式を保有する子会社とLて海運会社を設立し、その船会社が自社
船を保有し、親会社が必要とする原材料や燃料、原材料から生産される製品の海上輸送を行う
ものである。そのため、インダストリアルキャリッジを行うことが可能な荷主は、原材料等の
輸入依存度が高い素材型産業であり、物流子会社である船会社を所有する資本力を有していな
ければならない。この調達物流で使用される船舶は親会社への貨物の輸送に特化しているため、
積載する貨物や積揚げ港が特定されており、それに適した船型となっていることが、専用船を
発達させた要因ともなった。
　タンカー市場では、インダストリアルキャリッジはメジヤーズや中東の国営石油会社、日本
の石油精製会社等の大手石油会社に多く見られる。特に第1次世界大戦前までの全てのタンカ
ーは大手石油会社が保有・運航してきたが、現在でも世界のタンカーの3分の1は大手石油会
社が保有している。5）
　荷主がインダストリアルキャリアとしてタンカー市場に参入する利点は、荷主が輸入原材料
を長期的かつ安定的に直接調達するごとが可能となる点と、運賃負担率の大きい輸入原材料の
調達コストを軽減するために自社にとって最適な船舶を活用できる点にある．
　このインダストリアルキャリッジが発展した背景として、船舶を継続的に運航できる大量輸
送需要があり、産業資本が船舶の保有や運航、管理への設備投資が可能となる資本力を有して
いたことが挙げられ、親会社への大量・高速・低コストでの輸送を可能とした。6）
3－1－2　タンカーの傭船形態
石油会社は原油と石油製品の輸入に関して、3年程度の中期、1年以内の短期、当月ごとの
42
輸入計画を作成し、それにもとづいて消費者への供給を行っている。
　中期計画の決定には、国内の石油製品需要の予測、産油国の原油生産量と価格の動向、精油
所を所有する産油地や他の地域からの石油製品の出荷の見通し等が考慮されている。石油会社
としては在庫費用を圧縮させるため、在庫を軽減させようとするが備蓄義務が存在し、これも
輸入計画に付け加えられている。
　原油と石油製品の輸入契約は、期間契約とスポット契約の二つに分けられ、目本の石油会社
が輸入する原油は、期問契約が約70％、スポット契約が約30％となっている。また、供給者
別の原油輸入量では、メジャーズからの輸入が26～29％、産油国国営会社からの輸入が約60％、
独立石油会社からの輸入が11～14％となっている。7）
　輸入量が決定されると、その計画にもとづいた船舶の調達が必要となる。石油会社はタンカ’
一の手配に関して、船会社のみならず他の石油会社や商社が所有する船舶も対象とし、自社が
求める最適な船型を持っタンカーをピックアップした後に傭船契約を結んでいる．一般的に石
油会社は必要船腹の大部分を自社船と長期傭船で手配し、船腹量の不足が発生した場合のみス
ポットマーケットから傭船し、不足分を調整している。
この様に、石油会社が傭船を行う際には以下の点に注意が払われている．
（1）長期及び短期傭船での対象船舶に対しての注意点
　①良質な船舶管理会社、または船舶管理体制を行っている船社が管理する船舶であり、
　　安定的な輸送が確立されること。
　②他の石油会社との競合に打ち勝っため、低廉性を備えていること。
　③船齢や事故歴を調査し、荷役の安全性が高いこと。8）
（2）スポットマーケットでの対象船舶に対しての注意点
　①市場に船腹量が少ない時は傭船料が割高となるため、可能な限り他の石油会社との船
　　腹奈換を行い、市場に船腹量が豊富に存在するときに傭船を実施する。
　②ピックアップしたタンカーの実績や事故の有無をMARDATA9）及び他社からの情報
　　当により調査を行う。
　③事故防止の観点から、可能な限り良質な船舶管理が行われており、技量の優れている
　　船員が配乗されているタンカーを選択する。
　④老齢船の傭船は極力回避するように努める。老齢船は積荷の保険料が割増となり、安
　　全面からも好ましくない。
　⑤タンカ‘市場の動向に注意し、弾力的な傭船活動が行えるようにする。10）
　以上の注意点が傭船活動に際して実施されているが、近年エリカ号やプレステージ号等の老
齢船の海難事故が相次いでおり、老齢船やサブスタンダード船、シングルハルタンカーを排斥
する動きが活発化しており、これらの船舶を市場から撤退させるためにも、荷主が良質の船舶
を傭船することを心がけるべきである。
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　荷主が船舶を傭船する際には、船主と契約を結ぶ必要がある。その契約形態は裸傭船契約、
定期傭船契約、航海傭船契約、数量契約の4っの形態がある。
（1）裸傭船契約
　裸傭船契約は船舶が竣工
した時点と同じ状態で船主
が傭船者に船舶を貸し渡す
契約であり、この契約に乗組
員や船用品、燃料は含まれて
いない。
　傭船者は船舶の維持管理
を行い、乗組員の配乗を行う
図表3－1各種傭船形態の比較
と共に船用品や燃料、水を補給したうえで自己所有船舶と同様に扱うことができる。
　傭船期間が終了すると、船舶の経年劣化による損耗を除き、別段の合意が無い限り引渡し
時と同じ状態で船主に返船されなければならない。
　この契約形態は船舶の所有意欲はあるが、建造資金が調達できない者と、船舶を投資の対
象とはしているが、自ら運航するリスクを負いたくない者との間に容易に契約が成立する．
　他の契約との最大の相違点は、船舶の占有権が船主から傭船者に移っており、船舶の運航
管理上で生じる全ての責任は傭船者が負うこととなるので、船舶の運航において第三者に与
えた損害は、傭船者が損害賠償を行わなければならない点にある。11〉
（2）定期傭船契約
　定期傭船契約とは乗組員が配乗されており、いっでも航海することができる状態にある船
舶を一定期間傭船し、傭船された船舶が輸送する貨物の数量にかかわらず、傭船期間にもと
づいて傭船料が支払われる契約であり、船主は船舶が傭船期問中にある間は、その船体、機
関、設備、備品、書類、乗組員等を常に良好な状態に保持し、船舶が契約上の性能を発揮し、
傭船者の求める航海を成就する義務を要している。
　船主は定期傭船契約を結ぶことにより、長期的に安定した傭船料収入を得ることができ、
傭船期間中のタンカー市場変動のリスクを回避することができ、傭船者にとってもこの契約
形態は自社の貨物を長期にわたって安定的に輸送することが可能となる。
　定期傭船契約自体は航海用船契約と共に一般的に行われているが、航海契約と比較すると
先物契約となる。そのため、船主としてはマーケットの現状を判断し、上昇するようであれ
ば定期傭船契約を避けスポット航海用船に切り替え、マーケットが下降傾向にあれば安定し
ている定期傭船契約が望ましい。逆に、傭船者は輸送コストの低減を図っているため、船主
とは逆の行動をとることとなる。
　石油会社は世界的な取引を行っており、弾力的な輸送を行わなければならないため、自社
船と長期傭船を一元的に管理しており、常に自由な配船が可能となるようにほとんどの長期
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傭船契約船舶は、定期傭船契約となっている。12）
（3）航海傭船契約
　航海用船とは、合意された期日内にある港から他の港へ貨物を輸送させる契約で、船主は
船舶を船積港に到着させた後に貨物を受け取り、遅れることなく指定された揚荷港まで貨物
を輸送し、受取人に引き渡さなければならない。船主はこの航海に要する全ての費用を負担
し、その対価として運賃を受け取っている。
　揚荷に遅延が発生した場合は航海所要日数が長くなり、船主が損害を受けるため、揚荷の
ための日数が船主と傭船者の問で決定され、傭船者側の責任でその許容目数内に揚荷が終了
しなかった場合は、船主に対してあらかじめ合意されたレートによる滞船料が損害賠償とし
て支払われる。
　この契約の特徴は船積み開始から揚荷終了までの船主と傭船者の権利と義務を対象とし
ていることにある。一般的にタンカー市場で取り交わされる商談は圧倒的にスポット航海用
船が多く、1航海のみの契約だけではなく、航海傭船契約の積み重ねである連続航海傭船契
約も行われている。13）
（4）数量契約
　数量契約とはある期間に、あらかじめ合意された数量の貨物を何回かに分け、特定の積
出港から特定の揚荷港へ輸送し、その対価として船主が運賃を受け取る契約である。期問
は1年や2年のように明確に定められ、1航海当たりの輸送数量も定められるのが普通で
ある。契約締結時には使用される船舶は特定されておらず、全ての航海に同じ船舶が就航
する必要も無い。
　数量契約では、輸送総量に5％～10％程度の増減が付くことが多く、その増減が傭船者
の任意である場合には、契約運賃が市場のレートよりも低ければ、傭船者は可能な限り1
航海で多くの数量の貨物を輸送することを船主に要求するが、船主からすれば、輸送数量
を可能な限り減らし、浮いた船腹量を市場に投入したい訳である。このように契約締結時
と毎航海の時点での市場の変動によって、船主と傭船者の利害が対立してしまうため、近
年、数量契約は使用される頻度が少なくなっている。14）
3－1－3　LNG船の傭船形態
　LNGの各プロジェクトにはLNGフローを構築するために、ガス田の開発、パイプラインの
敷設、液化プラントの建設、LNG貯蔵タンクの建設、船積みと揚荷用港湾施設の建設、LNG
受け入れタンクの建設、国内消費用パイプラインの敷設、そしてLNG船の建設が必要となる。
これらは一連のフローを構成することからガスチェインと呼ばれている。
　プロジェクトの実施にはこの一連の流れを構成するために、プロジェクトの各構成要素を全
て設立させなければならず、一部分に支障が生じてもプロジェクト全体が不稼動となる危険性
をはらんでいる。』15）
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　LNGチェインの一つであるLNG船は、最も重要な構成要素の一つであり、一般的に各プロ
ジェクトの専用船として建造され、そのプロジェクトの契約期間はプロジェクトに用船される1
ことになる。その傭船形態はプロジェクトによってそれぞれ異なっているが、大別すると裸傭
船、定期用船及び数量輸送契約となっている。
　初期のLNGプロジェクトでは、プロジェクトの当事者がオペレーションの一環としてLNG
船を建造と輸送を行っており、売主もしくは買主によって設立された船舶保有会社がLNG船
を建造し、その船舶を売主もしくは買主が裸傭船し、LNG輸送を行っている例が多く見られ
た。アルジェリアにおける英国ガス公社、フランスガス公社、アラスカのPhillipsPetroleum、
Marathon　Oi1等がこの例にあたる。LNG輸送では、通常の運航リスクに加えてマッチングリ
スクや不可抗力に伴うLNGタンカー不稼動リスク等のLNG輸送特有のリスクが伴うことと
なる。裸傭船の場合はこれらのリスクをプロジェクト当事者である裸傭船者が負担することと
なっている。
　1970年代の傭船形態では、定期傭船が多く見られ、ブルネイやアブダビのプロジェクトで
は、LNG売主が設立した輸送会社がShell　tankerやGottas　Larsen等の船主からLNG船の
定期傭船を行っていた。
　LNG船とその運航管理に関する技術が確立され、輸送実績が積み重ねられるにつれて、LNG
輸送に独立船主や天然ガス産出国の国営船社の進出が増加し、その傭船形態も裸傭船契約や定
期傭船契約に加えて数量輸送契約も見られるようになってきた。16）
　LNG船の傭船契約はLNGプロジェクトの一環であるため、タンカーの傭船契約には見ら
れない特別な条項が含まれている。次にL　NG船特有の条項について述べる。
（1）数量契約
　LNGの売買契約で取引される一定数量のLNGを輸送する契約である。LNG船の傭船は
各プロジェクトで行われており、その期間は長期にわたるため、原則としてフリーのマーケッ
トは存在しない。よって、何らかの理由によってLNGチェインを構成する要素の一部が不稼
動となっても、LNG船を他のプロジェクトに配船することは困難となっている。また、LN
G船が故障や海難により航行不能となった場合も代替船の手配は困難である。このため、LN
Gチェインのフローが停止した場合の条項が契約の中に取り込まれている。
①専用船
　L　NGプロジェクトでは、特定の船舶が輸送を担うのが原則であり、タンク容積や速力等
のプロジェクトのオペレーションにかかわってくるため、主要要目の決定には傭船者の承諾
が必要となっている。
　また、建造が遅れた場合は、プロジェクトの稼動開始時期が遅れることとなるため、建造
工程の報告や傭船者による工程検査も条項に含まれている。
46
②契約数量
　契約数量は基本的にはLNG売買契約に規定された年問の契約量が基準となっている。し
かし、不可抗力によって年問の契約数量を達成できなかった場合は、その不足分を翌年度以
降にできることとなっている。年間の契約量を超える数量の補充輸送については、LN　G船
の輸送能力を考慮して決定される。
③運賃
　L　NG船の契約期間は長期にわたっているため、将来の資本費、船舶経費、運航経費の予
測は困難である。そのため、必要経費の変動に段階的に追従するエスカレーション条項、あ
るいは、実績値にもとづいた運賃の調整等が取り入れられ、将来の変動に備えられている。
④LNGプロジェクトに付随するリスク
　L　NGプロジェクトの計画から稼動開始までの期問は長く、LNGチェインを構成する全
ての要素の稼動時期を一致させる必要が生じる。そのため、陸上設備の建設遅延に対しては、
LNG船の引渡し時期の調整や不稼動損失の負担が規定され、『LNG船の建造遅延に対して
は、代替船の提供に関する条項が組み込まれている。
　また、LNG船が何らかの不可抗力事由によって、長期間にわたって稼動できない状態に
陥ると、ある一定期問の不稼動損失は船主が負担し、それ以後は傭船者が負担する方式が採
られている。とのように、L　NG船が長期問不稼動となり、年問契約数量の輸送契約を履行
不可能となった場合は代替船提供に関する条項が存在するが、プロジェクトに適合したフリ
ーのLNG船を見つけることは困難であり、代替船の提供は船主の努力条項となっている。
⑤ストライキ条項
　L　NGの輸入者は電力やガス会社等の公共事業者であり、長期にわたる安定かっ継続的な
輸送が要求される。このため、L　NG船の船員に争議行為を認めることは経済的損失が大き
く、一般的にL　NG船はストライキフリーとすることを船員組合と協定される。
　日本でもLNG船のストライキ回避が全目本海員組合に求められ、当初、全日本海員組合
は応じる姿勢を見せなかったが雇用不安の深刻化に伴い、その条件を容認している。17）
（2）定期傭船契約
L　NG船の定期傭船契約においても特有の条項が定められているが、それは数量契約に定め
られているものと同様である。
3－2　タンカー市場における船社サイドの新しい戦略
　20世紀初期から原油輸送量は増加し、タンカー市場には多くの独立船主が参入した。1960
年代から石油危機間での期間、世界の石油需要は年率約8％の勢いで成長しており、原油．の海
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上荷動き量は上昇した。また、輸送距離も大幅な増加が見込まれていたが、中東以外の北海や
メキシコでの原油生産の開始や、閉鎖されていたスエズ運河が再開されたこともあり、実際に
は輸送距離は減少してしまった。その上、輸送距離の減少に逆らうかのように、需要の増加に
対応しようと発注されたタンカーが竣工し、市場のバランスを大きく崩す結果となった。
　タンカー部門では、このような外的要因を大きく受け、市場は変動してきたが、その構造事
態は定期船部門のような大きな変動は見受けられなかったが、近年、プール協定や事故防止に
向けての新しい動きが見られるようになってきた。
　　　　　　　　ロ3－2－1 TIフール
　海上荷動き量の成長は、海上輸送サービスが不可欠な貨物を必要とする産業の影響を受ける。
すなわち、鉄鉱石の海上荷動き量の増加は、原産地と消費地が離れた地域にあり、消費地の鉄
鋼需要が増加しなければならない。鉄鋼需要の増加とは、その国の設備投資や経済動向が影響
することとなる。言い換えれば、海運経済は一般経済の派生需要であり、海運産業がいくら努
力しようとも、海上荷動き量に与える影響は小さなものとなる。
　また、市場において運賃は海上荷動き量と船腹量によって決定されるが、多数の船主が進出
している海運市場では、各船主の利害が絡むため船腹量の調整は困難である。
　そこで、船主達が自己の所有する船舶を統合し、1次元的に取り扱い、市場に対して影響力
を持とうとする動きがプール協定である。これまで市場の動向に翻弄され続けていた船主が、
逆に市場を制御しようとするわけである。18）
　T　Iとは、Tankers　International　LLCの略であ
り、タンカー市場において初めてのVLCCプール協
定である。r　T　Iは1999年12月に結成され、その構
成は右図のようになっており、結成当初の支配船腹
量は37隻であったが、2000年の終盤には50隻と
なり、世界のVLCCフリー船約4分の1を占めるよ
うになった。
　TIの大きな利点は、支配船腹量の規模が大きいことから、メンバー間での協調配船や三国間
トレードに配船できることにある。実際に空船航海の比率は50％から40％へ、1航海あたり
の待ち時問は6日から3日へと減少している。また、規模の経済も発揮できることから、船用
品を低価格で購入でき、一括した船舶管理による人件費の削減も可能となっている。19）
　TIが所有するVLCCは高品質モダンタイプであり、その平均船齢は5．34年で、VLCCの平
均船齢より低い値である。2000年のVLCC市場は、老齢船の事故が相次いだことにより、欧
州の荷主が船齢の若いタンカーを好んで傭船したことが、WS上昇の一因となった。20）
　しかしながら、2002年はコンテナ、ドライ、タンカー、全ての海運市場で荷動き量が減少
し、2000年のタンカー市場が好況であり投資が促進され、TIによる運賃抑制効果に対する過
信もあり、タンカー市場は供給過剰に陥ってしまった。一度は運賃上昇の一翼を担ったTIが
市場悪化を導く原因となったのは皮肉なことである。）
図表3－2TIグループ
社名 国名
Frontline ノルウエー
AP　molier デンマークEuronav ヘノ　ー
Overseas　Shi　holdin　Grou米国
Os　re　Maritimeシンガポール
Klausαdndolfぞドイツ
出所）海外海事情報
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　さらに、TI内でも最大の船腹量を誇っていたFrontline社がTIからの脱退し、Frontline
社はTIの一員であるOspreyMaritime社を買収しており、TIの支配船腹量は一気に3分の1
へと減少することとなった。Frontline社はTI脱退の理由を明らかにしていないが、プール自
体が異なった商習慣を持っ船主の集まりであり、その統一を行うためには一定のスタンダード
が必要となる。しかし、船主は自己の利益の最大化を目指しており、その対立は市況が低迷す
るにつれて激しくなるため、表面化することとなる。Frontline社の脱退表明は市況が低迷し
た時期とも一致しており、TI内部でも船主間の対立が激化し、Frontline社は嫌気がさしたの
ではないかと予想されている。また、Frontline社はVLCC市場では世界最大の船社であり、
TIに参加せずとも一社だけで同様の効果が発揮できると判断したと予想される。21）
　Frontline社の撤退はその規模が大きかっただけに、TIに与えた影響も大きく、TIとしては
過去の規模を取り戻すためにも新たな参加者を模索中であり、今後の動向が注目される。
　T　I以外にも、不定期船業界では提携が相次いでいる。ケープサイズ、パナマックス、ハン
ディークラス、ケミカル、自動車船の分野でその動きが観測できる。1990年代より荷主の再
編が活発化し、荷主数は減少する一方でその規模は大型化してきた。そのため、不定期船市場
では巨大荷主と多数の船社という構図ができあがった。この状態では船社側の交渉力が弱まる
ため、その打開策として提携が活発化しており、タンカー市場は市場安定化を目指して競争か
ら強調へと変化しつつある。22）
3－2－2　プール協定の種類
　プール協定は目指す方向性によって、大きく4っの形態に分類することができる。以下にそ
れぞれの特徴を分析する。
①運航受託タイプ
　　運航受託タイプは船主がプール運航会社に対し、輸送契約締結等の経営管理や、場合
　によっては船社経営管理にいたるまで、全てを委託する形態である。船主は運航収益を
　得ることができ、プール会社の収入源は船主から管理料として受け取る手数料である。
　　このプール協定は、目本の中小の船会社に多く見ることができる。
②チャンピオンタイプ
　　　チャンピオンタイプは支配船腹量が一番大きい船主が主体となり他の船主から船舶
　　を集めて運営されている。このプール協定では、プール会社が多くの決定権を持ってお
　　り、ある基準以内であればプール会社が傭船契約を結ぶことができる。基準を超える契
　　約に関しては、年に数回開催される委員会で決定される。
　　　傭船により得られた収益はプール・アーニング・ポイントによって、船主に分配され
　　ている。プール・アーニング・ポイントとば、ある船舶がどの程度の収益を上げること
　　が可能であるかを、他船と比較する際の指標であり、それは船舶の性能によって決定さ
　　れており、プール会社の標準船を100として表される。
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　プール会社の収入が手数料である点は、運航受託タイプと同様であるが、相違点は大
規模船主が主導権を握りながらも、基準を超える制約にっいてはプールメンバーの協議
が必要な点である。
③合弁タイプ
　　　合弁タイプは複数の船主が人員と船舶を提供してプール会社を共同で設立し、独立法
　　人としてプール会社の収益の最大化を目指す形態であり、上記の2つのプール運航とは
　　収入源が明らかに異なっている。将来的には上場によるキャピタル・ゲインや船舶の所
　　有等も目的としている。
　　　タンカー市場で、多くのプール協定が結ばれる大きな要因となったTIプールはこの
　　タイプである。
④提携タイプ
　　　提携タイプは独立したプール会社を設立せず、提携している船社が特定の海域等で共
　　同マーケッティングを行う形態であり、他のプール協定に比べ緩やかな協定である。
　　　商船三井と旭タンカーのプロダクト船提携等がこの例である。
　一般的にプール協定は小規模の船主にとって有利な仕組みであると言われている。それは
船主がプール協定に加盟するだけで営業努力を行わなくとも、収益が上がれば応分のリター
ンを得ることができるためである。また、船舶をプール協定から脱退させることも自由に決
定でき、船価が高騰すれば長期傭船中では不可能な売船も可能となっている。
　これに対し、大規模船主にとってのプール協定の利点とは、手数料を得ることができる点
である。そのため、船体規模が大きくなれば収入も拡大するので、チャンピオンタイー のプ
ール協定が規模拡大を目指しているのはそのためである。
　また、当然のことながら、プール協定は運航面では配船の効率化やサービス規模の拡大、
市場の安定化が可能となっている。23）
3－3　メジャー時代におけるタンカーの輸送活動
　第一次世界大戦以前は、石油会社が事実上すべてのタンカーを支配しており、BP、シェル、
エクノン等に代表されるオイル・メジャーは、伝統的に自らタンカーを保有するインダストリ
アルキャリアの形態をとっていた。
　第一次世界大戦に突入すると、増加するタンカー需要に対応するため、米国は大量のタンカ
ーを建造し、その勢いは大戦前には世界の11％しかなかった米国籍タンカーが大戦後には
50％までに膨れ上がっていたほどである。戦後この膨れ上がったタンカー達は相当数が処分さ
れたが、一部は独立船主へと流れ彼らの成長を促した。その後第二次世界大戦でも米国は戦争
終了後に戦時標準船を大量放出し、市場は一時的に船腹過剰気味となったが、1948年には米
国が石油輸入国とり、1952年には朝鮮動乱による軍需景気、1956年にはスエズ動乱によりス
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エズ運河が閉鎖され、タンカー業界と造船業界は加熱し、あたかもメジャーと独立船主がタン
カー大型化競争をおこなっているようであった。そして、石油大消費時に向けて輸送コストの
合理化を図ったメジャーと独立船主は、1968年から1978年の間に700隻ものVLCCとULCC
を建造したのである。
　しかし、1960年代にはメジャーズ
に対抗できなかったOPECが徐々に
カをっけ、中東戦争を背景にメジャ
ーズから原油の利権を勝ち取ってい
った。24）
出所）石油と液化ガスの海上輸送
　石油危機以後、石油産業の上流部門から締め出さ
れたメジャーズは、輸送部門からも撤退せざるを得
なくなり、過剰船腹量の処理に奔走することとなっ
た。
　1977年に世界のタンカー船腹量は3億3200万重
量トンを記録したが、その時点でのメジャーズの支
配船腹量は、自社船と長期傭船が半々であり、図表
3－4に示されるようにその合計量は1億2600万
トンであり、全体の38％を占めていた。それらの中
には主力であるVLCCが270隻以上含まれていたが、
もはやその大半は必要が無くなっていた。
　それから5年問でメジャーズは減船を重ね、その支配船腹量は1982年には半分の6800万
重量トンヘと減少しており、その方法は一部自社船のスクラップと期間傭船を1隻1隻手切っ
ていくものであった。
　石油危機以前は独立船主の台頭もあったものの、石油危機以前のタンカー傭船市場はメジャ
ーズを中心に動いており、長期傭船以外にもスポット市場からも毎目のように傭船を行ってい
たため、メジャーズが用船市場から大幅に撤退すると、市場には中核となる傭船者が消滅した
のである。25）
図表3－4メジャーズのタンカー船腹量変化
1977 1982
SHELL 32．3 肇5．4
EXXON 27．8 15．5TEXACO18．8 10．9
BP 15．6 6．2
CHEVRON11．1 8．7
MO副L 9．9 7．9GULF 10．4 3．2
7社合計 125．9 67．8
世界シェア 38％ 22％
単位）百万重量トン
出所）Drewr社資料
3－4　現在のタンカー市場におけるメジャーズの原油輸送形態
　貨物が安定的に存在し、船型に対する船価が一定であると仮定するとインダストリアルキャ
リアとしては、船舶を傭船するよりも自社船を所有した方が有利である。しかしながら、海上
荷動き量は一定ではなく、船価も変動している。石油危機以前のメジャーズのように大量の自
社船と長期傭船を行うことは、荷動き量の減少に弾力的に対応することができずリスクは大き
くなる。現在でもアジア通貨危機や米国で2001年9月11目に発生したテロにより、荷動き量
の減少が発生しており、長期的な予測をたてることは困難となっている。
　そのため、現在のインダストリアルキャリアの輸送形態は必要最低限の船腹量を自社船と長
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期傭船で調達し、不足船腹量のみを傭船、特にスポット傭船でまかなっているのが現状である。
これはタンカー市場に限られた現象ではなく、他の不定期船市場でも確認できる現象であり、
需要が変動する市場においては一番リスクの少ない輸送形態となっている。
3－5　インダストリアルキャリアとしてのLNG船
　LNGを輸入しているのは、そのほとんどがガス会社と電力会社であり、その使命は消費者
への安価で高品質なガスと電力の安定供給である。そのためには、LNG購入コストの削減と
取引形態の多様化が不可欠となる。
　LNGの安定供給には、自社船による輸送が必要となり、LNG購入コストの削減と取引形態
の多様化に焦点を絞ると、低廉なLNG購入と輸送費の削減が必要となる。自社船を所有し、
プロジェクトで契約されたLNG輸入のみを行うことは、需給変動に対し柔軟な対応が不可能
となり、一方では、低廉なLNG輸入を目的とし、天然ガス価格が変動する度にLNG購入地
を変更し、スポット傭船を行う輸送形態では安定的な輸送が実現不可能となる可能性を含んで
いる。
　そのため、これらを全て満たすためには、必要最低限の自社船とスポット市場での傭船とい
う石油危機後からメジャーズが原油輸送に採用した戦略が効果的となる。
3－5－1東京電力のLNG船
　日本は世界最大のILNG輸入国であり、2001年の世界シェアは51．6％である。日本におけ
るLNG輸入者の中でも東京電力は最大の輸入者であり、世界シェアは15、8％を占めており、
世界最大の輸入者となっている。
　そのため、東京電力は安定したLNG消費者であり、数々のプロジェクトにも参加している
ことからも、安定的なLNG輸入が必要となる。安定的な輸送を行うためには自社船か長期傭
船による輸送を行う必要が生じる。LNG船の所有には多額の資本金が必要となるが、それが
用意できるほどの資本力を要しているのなら、自社船を所有した方が輸送コストを低く抑える
ことができる。
　目本のLNG購入者で積極的な動きを見せたのはガス会社であった。1992年に東京ガス、大
阪ガス、東邦ガスの三社はインドネシアからのLNG輸入に際し、LNG船2隻を目本の海運会
社と共有建造している。また、1997年に大阪ガスは単独でオマーンからのLNG輸入を決定L、
子会社である大阪ガスインターナショナルトランスポート、日本郵船、商船三井、川崎汽船の
4社でLNG船を共有建造している。電力会社はLNG以外にも電力の生産手段を保有している
が、目本のガス会社は販売するガスの100％を天然ガスに切り替えているので、都市ガスの安
定供給を確保するためにも、ガス田の権利取や自ら輸送を行い、LNGチェインを築くのが電
力会社よりも早かった。
　東京電力はすセに初の自社船となるLNG船を発注済であり、2003年8月竣工予定となって
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おり・秋にはマレーシアから自社船でのLNG輸送を開始する予定である。この自社船保有に
よって東京電力は競争力のある運賃設定が可能となり、年間約10億円の輸送コスト削減が予
想している。また、自社船の保有会社と運航会社は東京電力が70％、三菱商事が20％、日本
郵船が10％出資している。26）
　日本では、1996年10月より国
際船舶制度が導入され、定期・不
定期船部門で活用されているが、
LNG船部門では2002年末に3
隻が認められただけであり、立ち
遅れを認めざるを得ない状況に
ある。また、LNG船の混乗につ
いては1996年6月に労使問で合
意がなされている。
　グラフ3－1は船員費における
日本人船員費比率を示したもので
億円／年
4000
グラフ3－1船員費における日本人船員費比率
3000
2000
1000
0
囮日本人囲フィリピン人
舞
黙瀬
霧鞍諺i
既存日本籍船 新造船（バハマ籍）
　　　　　　　　　　　　　　　出所）東京電力資料
　ある。既存日本籍船は日本人乗組員が16人であり、バハマ籍の新造船では日本人乗組員は
6人となっている。現状では、日本人船員が数人程度であれば船員費総額は外国船に対Lて競
争力を発揮することができる。
　2000年3月より電力事業が一部自由化され、将来的には完全自由化される可能性もあり、
東京電力はすでに対抗策として電力料金を2割値下げしているが、さらなるコスト削減による
値下げを画策している。安全性を追求するのであれば、LNG船も日本籍船とするべきである
が、国際競争力を確保するためには、FOC船の採用や外国人船員との混乗化は止むを得ない
状況にある。そのため、東京電力は自社船保有に際し、最初から外国籍船を選択しており、今
後他の電力会社が自社船を保有する際にも、現状のままでは外国籍船となる可能性が大きい。
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第4章　タンカーとLNG船の需給変動下における原油とLNGの効率的輸送形態
4－1　原油・LNGの海上輸送が世界の原油・LNG生産量に占める割合
　2000年の世界の一次エネルギー消費量で、原油が占める割合は40．0％であり、天然
ガスのそれは24．7％である。1）また、2000年における原油と天然ガスの生産量はそれ
ぞれ、35億9500万トンと2兆4218億立方メートルであり、2000年に海上輸送された
原油とLNGは、それぞれ生産量の45％と57％である。2）
　この原油とL　NGを安定的、かっ効率的に輸送することが物流インフラとしての国際
海運の使命であり、世界経済は海上輸送サービスを必要としているのである。
4－2　タンカー市場とLNG船市場の変化
ここでは、タンカー市場とLNG船市場の変化とその要因について考察する。
4－2－1　タンカー市場の変化
　原油は中東依存率が高く、中東が政治的に不安定な地域であることから、スエズ運河
の閉鎖や石油危機によって、タンカー市場は激変してきた。また、市場に多数の独立船
主が存在することも、市場が激変してきた要因の一っである。特に1975年から1985年
にかけ、タンカー市場の需給バランスは大きく崩れていた。その後も石油危機前後に大
量建造されたVLCC、ULCCが市場に悪影響を与え続け、さらには荷主の再編により荷
主が大型化したことにより、船主の立場は一段と弱くなったのである。
　タンカー市場の変動が大きい要因は、需給バランスが崩れやすいためである。荷動き
量の変動に対しては、船主はその要因に対し何かしらの対策を講じることは不可能であ
る。しかし、近年タンカー市場では市場を安定化させるためにプール協定が結ばれてい
おり、TIプールはその代表格となっている。もし、市場において何らかの事由により荷
動き量が減少した場合に需給のバランスを保つためには、余剰となった船腹量を削減し
なければならない。市場で各船主が事由に活動を行っている状態では、各々が自己の利
潤を最大化しようとするため、市場に存在する船腹量を制御することは不可能である。
　しかしながら、船主達が合弁会社設立等の業務提携を結び、共同で船腹量の管理を行
うのであれば、利害が一致しやすくなるため、船腹量の制御が容易となる。このため、
タンカー市場においては、TIプール以外にもアフラマックスやハンディークラス等の船
型別でのプール協定が盛んに結ばれることとなり・、現在、流動的であったタンカー市場
は市場安定化に向けて変化しているのである。
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4－2－2　LNG船市場の変化
　LNG船市場では電力、ガスに関する規制緩和が実施されたことにより、購入者である
電力、ガス会社が弾力性のある輸送を求めている。そのため、近年では硬直的なLNG
チェインに基づくLNG船市場が柔軟性のある取引契約に移行しっつある。
　図表4－1はスポット契約によるLNG取引量がLNG
の全取引量に占める割合と、その取引量を示したもので
ある。1992年には1．3％の割合であったスポット取引で
あるが、2000年には5．5％へと成長し、その取引量も約
7．2倍へと大幅に増加している。1996、97年の取引量が
前年よりも減少しているのは、LNGの一大消費地であ
るアジアにおいて通貨危機によりLNG需要が減少し、
スポット取引を行わずとも、既存リプ白ジェクトによる
輸送量でLNG需要を消化できたためである。
　供給国の天然ガス生産能力は増加傾向にあり、供給余
1992
1993
1994
1996
1997
出所）PETROSTRATEGIES
カは拡大している。さらに、1999年から2001年にかけて発注されたLNG船43隻のう
ち、傭船契約が締結されていないLNG船は12隻であり、これらはスポット傭船や短期
傭船を前提としている。現在稼動中のLNG船は127隻であるが、121隻が長期傭船さ
れており、フリーのLNG船は6隻であることからも、スポット取引に対する需要が急
増して．いることがわかる。今後もLNGスポット取引は増加する見込みであり、LNG船
のスポット傭船は今まで以上にLNG取引において重要な役割を担うと予想される。3）
　初期のLNG船は全てLNGプロジェクトに沿って建造されていた。しかし、LNG輸
．送の運航技術が確立し、商業的にも利潤が確立されると、70年代半ばにはタンカー市場
と同様に投機的なLNG船の発注が行われた。石油危機以後、LNG需要が急増と多くの
プロジェクトの成立により、それらフリーのLNG船が長期傭船されることとなり、ア
ブダビ・プロジェクトでは11隻ものフリーのLNG船を吸収している。
　しかし、この時代のLNG市場では硬直的な輸送しかできず、1980年代より90年代
半ばまで、再び各プロジェクトに最適な輸送が可能であるプロジェクト専用船が多く建
造された。しかしながら、前述のように90年代半ばより、フリーのLNG船が発注され
るようになり、LNG船市場は再び投機の対象となっているのである。これには、以下の
4っの理由が存在する。
①新規プロジェクトやLNGの増産により、フリー船の不稼動リスクが減少し、投機
　の機会が与えられたこと。
②LNG船の建造・運航技術が確立し、リスクが低下していること。
③LNG船の設計や建造に習熟し、韓国がLNG造船に参入したことにより、LNG船
　が安価に購入可能となったこと。
④積込み、受入れ基地が125，000立方メートル型に合せて建設され、標準化による
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メリットが発生したこと。4）
　流動的なタンカー市場と硬直的なLNG船市場は対称的な市場である。しかしながら、
タンカー市場では市場安定化に向けての動きが見られ、LNG船ではスポット傭船が増加
し、硬直的であった市場が弾力的な市場へと変化しつっある。両市場は極端に性質の違
う市場であり、LNG船市場とタンカー市場が同質の市場へと変化することは考えにくい
が、現在ではその差が縮まっている傾向にある。
4－3　運賃からみた荷主の効率的輸送
　タンカー、LNG船ともに、荷主は我々にとって販売者である。消費者にとって購入す
る財の品質が同じであれば低廉である方が良く、販売者にとっても市場における優位性
を発揮することができる。
　企業にとって販売価格とは、仕入れた商品価格に輸送コストと企業の適正な利潤を加
えたものである。原油や LNG等の一次エネルギー源は単位当りの価格が安く、そのた
めコンテナで輸送される製品等と比べて輸送コストが販売価格に占める割合が大きくな
る。一般的に運賃負担率は定期船貨物が0．5～5％であるのに対し、不定期船貨物は30
～40％と言われている。そのため、不定期船貨物の荷主にとっては輸送コストの削減が
大きな焦点の一つとなる。輸送コストの削減のみに焦点を絞ると、低廉な運賃で海上輸
送サービスを提供するサブスタンダード船を利用することが荷主にとって有利となって
しまう。以下にサブスタンダード船での輸送が本当に効率的な輸送手段であるかについ
て考察する。
4－4　サブスタンダード船が及ぼす危険
　サブスタンダード船とは概念的な単語であるため、ここではサブスタンダード・シッ
ピングを劣悪な船隊を用いた無責任な経営、海上における人命の安全ならびに海洋環境
に大きな脅威をもたらす海運とし、それに用いられる船舶をサブスタンダード船とする。
　サブスタンダード船の経済的な利点とは、低廉な運賃である。サブスタンダード船を
利用する荷主は、その利点のみしか視野に入れておらず、サブスタンダード船の危険性
に注意を寄せていない。サブスタンダード船を氷山に例えるならば、それを用船する荷
主が着目している低廉な運賃は海面上に現れている一角であり、海面下に潜んでいる部
分がサブスタンダード船特有の危険性である。
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　図表4－2は近年発生した重油流
出例である。事故発生時の船齢は
ERIKA号が24、PRESTIGE号が26
であり、いずれも老朽船であった。
また、事故原因は船体の腐食と船体
強度の不足であり、この事例はサブ
スタンダード船特有の性質によって
発生している。
　　ERIKA号、PRESTIGE号共に
重油を流出しており、それに対する
保証が必要となる。現在、油濁保証
に関しては油濁民事責任条約と国際
基金条約によってカバーされている。油濁民事責任条約では、2000トン以上の撤積油を
輸送する船舶の所有者は保険者との間に油濁損害賠償保証契約を締結しなければならず、
国際基金は締約国において海上輸送された油を年間15万トン以上受け取った者が、その
受け取り量に応じて支払う拠出金によって設立されている。
　しかしながら、油濁民事責任条約の保証限度額は約1．2億米ドルであり、国際基金条
約のそれは約2，9億米ドルと限度額が設定されており、保証金が支払われるのも条約締
結国のみとなっている。5）
　PREST1GE号事件の被害総額はスペイン、フランス、ポルトガルの3力国合わせて約
11．6億米ドルに及ぶと予想されており、ERIKA号事件では約2．3億米ドルとなっている
が、この件に関しては未だ個々のクレームが審査中であり、被害総額は確定していない。
　一度事故が発生すれば保険会社は保険率の見直しを行い、保険料や拠出金は増加する。
これらの保障費は船主と荷主が負担していおり、この中にはサブスタンダード船を運航
や傭船していない者も含まるため、全体的に輸送コストが増大することとなる．輸送コ
ストの上昇は最終生産物の販売価格を押し上げることとなる。原油を例に挙げると、原
油から生産されるガソリン、重油、ナフサ等の石油製品の価格が上昇するのである。こ
れら石油製品の価格上昇が石油危機と同様の規模になるとは考えにくいが、世界経済の
成長に足枷となるのは間違いなく、最終的な被害者
は消費者となるのである。
　また、PSCが強化され世界的にその活動が活発化
するにつれ、サブスタンダード船は航行停止処分を
受けている。図表4－3は1999年から2001年にか
けて、総検査数が200を超える国を対象に航行停止
処分率が高い順に並べたものである。
　これらの国々は、旗国として船主が国際規則に違
反していないか監視する義務があるにもかかわら
ず、それを行っていない国であり、サブスタンダー
図表4－2近年の重油流出事故
船名 ERIKA PREST互GE
日時 1999　12。122002．11。11～19
場所 フランス沖西岸 ポルトガル西岸沖
船種 石油製品タンカー 石油製品タンカー
船主 Tevere　Shi　m　　co．LtdMare　Shi　m　lnc
建造年 1975 茎976
船級 Re　istro互taliano　NaValeAmerican　Bureau　of　Shipping
船型 37，783DWτ 8葉564DWT
船籍 マルタ “ハノ￥マ
積荷 重油 重油
流出量 約14，000トン 約20，000万トン
状況 折損後沈没 折損後沈没
原因 船体の腐食 船体強度の不足
影響 フランス沿岸への汚染 スペイン、ポルトガル、
ランス沿岸への汚染
出所）海運市況の回顧と展望
T図表4－3旗国別航行停止処分率
国名 航行停止処分率
　　『北朝鮮 40．82％
インドネシァ 28．50％
カンボジア 27．76％
ベリーズ 24．39％
ベトナム 23．42％
ホンジュラス 12．98％
ロシア 喋2．5で％
トルコ 11．51％
マレーシァ 10．42％
タイ 9．92％
セントヴィンセント 9．25％
出所）　SUMMARY　OF　PORT　STATE　INSPECT喜ON
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ド船の安全な避難所となっている。このような船舶登録国が十分な規制を行わない限り、
サブスタンダードシッピングを市場から消すことはできない。
　サブスタンダードシッピングが悪影響を及ぼすのは、海洋環境や人命の安全だけでは
ない。サブスタンダード船が市場に存在する状態では、良質な運航管理の下で運航され
ている高品質な船舶とサブスタンダード船が市場で運賃競争を繰り広げるため、サブス
タンダード船と同水準まで良心的な船主は運賃を下げなければ競争力を発揮できなくな
り、その経営まで脅かされている。すなわち、サブスタンダード船が存在する市場では、
適正な運賃競争が市場で行われていないのである。6）
　以上のように、サブスタンダード船は海洋環境のみならず、経済的な被害も発生させ
ており、海運産業の健全な成長を阻害しているのである。世界経済はエネルギー資源を
必要としており、それらを最終的には損害を発生させているサブスタンダード船で輸送
することは危険であり、それらを市場から撤退させなければならない。
4－5　クオリティーシッピング
　クオリティーシッピングとは、サブスタンダード船を排除するとともに、質の高い海
運を促進することにより、海上安全や海洋環境を向上させることである。
　現在、IMOにおいて条約等の国際基準が策定され、これに対し各国は検査等により国
際基準を担保し、寄港国もPSCを強化しているにもかかわらず、現実には海難事故は後
を絶たず、サブスタンダード船の存在が問題となっている。
　クオリティーシッピングが目標とする質の高い海運を実現するためには、高品質な船
舶と適正な訓練を受け証明書を有する船員が必要となる。
　では、荷主がクオリティー船を傭船した場合の運賃はサブスタンダード船を傭船する
際の運賃に比べ高くなってしまうのであろうか。クオリティーシッピングに対する投資
は、サブスタンダードシッピングヘの投資よりも大きくなるため、サブスタンダード船
とクオリティー船が混在している市場では、運賃はサブスタンダード船の方が有利であ
ることは確かである。では、市場に存在する全ての船舶がクオリティーシッピングに基
づいて運航されれば、現在のサブスタンダード船の運賃よりも高水準となるのであろう
か、もし、それが現実のものとなるのであれば、海運に依存率の大きい国際経済や国際
貿易は大きな影響を受け、我々も被害を被ることとなる。
　しかし、サブスタンダード船が排除された市場であれば、クオリティー船のみで適正
な競争が繰り広げられ、運賃の上昇は抑制される。また、海難事故や環境破壊による保
険料の上昇とサブスタンダードシッピングが社会全体に与えている負担の大きさを考慮
すれば、クオリティーシッピングに必要なコストは僅かとなる。もし、クオリティーシ
ッピングが運賃の上昇を招いたとしても、それは保険料の低下に繋がり、さらに一般消
費者にとっても海難事故を減少させ海洋環境を保護することが可能となるため、社会的
には大幅に改善されるのである。7）
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4－6　サブスタンダード船の排除
　サブスタンダード船を用いる荷主は運賃にしか関心を寄せておらず、実際にサブスタ
ンダード船が与えている社会的な影響を考慮していない。サブスタンダード船を排除す
るために、IMOによる国際基準の設定や寄港国でのPSCが実施されてきたが、サブス
タンダード船を撲滅するまでには至っていない。
　サブスタンダード船を所有する船社は、国際的政策システムの盲点をついて責任を回
避し、責任の所在を転嫁してきた．その相手は、サブスタンダード船を傭船する傭船者、
付保を許可する保険業者、金融支援を行う銀行、そして証書を発行する船級協会であっ
た。しかし、彼らと傭船者達はサブスタンダードシッピングの潜在的な危険性を理解し
始め、保険業者は船主の成績に応じて保険料を上下させ、銀行は融資の前の貸出条件を
再考し、船級協会も含めてサブスタンダード船撲滅に向けて共同歩調を取り出している。
　さらに、ISMコードと改正STCW条約が船主に対し、適切な経営構造、監査制度、
情報開示、船員の資格認定並びに全般的な人材確保にっいて長期的視野に立つことを要
求している。これにより、海運は悪質な礫き逃げ戦略を行う船主を孤立させ、新しい形
態へと変化しっっあり、着実にクオリティーシッピングヘと向かいつつある。8）
4－6－1　ロッテルダム港が行ったサブスタンダード船排除方法
　サブスタンダード船を利用する荷主は、リスクよりも輸送コストの低廉を目的として
いる。よって、サブスタンダード船を用いる費用がクオリティー船を用いるよりも高価
格となれば、荷主はサブスタンダード船の使用を停止せざるを得ない。
　1990年代初めから、ロッテルダム港港湾局は寄港する船舶の質的向上を目的とし、同
港に寄港する条件を満たしている原油タンカーに対し、証書を発行している。
　ロッテルダム港が提示している条件は、海運界のガイドラインや勧告、ISO9002標準
並びに批准手続き中のIMO標準等から抽出したものである。これらを全て満たす船主の
タンカーは、貨物を安全かっ効率的に輸送可能な船舶であり、港内においても事故を起
こす確率が低く、入港する船舶が証書を有する原油タンカーであれば、ロッテルダム港
としても港内の安全を確保することができる。
　証書の発行により、利益を受けるのは港だけではない。条件を満たし証書を得ること
により、船主は報奨金を得ることができるようになっており、港費も割安に設定されて
いる。これらの事由により、クオリティーシッピングに基づき証書が発行された船舶は、
運航費を削減することができ、海上輸送サービスの質を低下させること無く傭船料を低
下させることが可能となるのである。
　港湾当局は船主に対し証書の取得を奨励しており、クオリティーシッピングによって、
港内でのタンカーのオペレーション時問が短縮し、港内のタンカー回転効率が上昇し、
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港費による収入も増加することになった。
　この制度を他の港にも広めるため、1994年にグリーン・アウォード財団が設立された。
財団の主たる目的は安全で環境に優しい船舶、乗組員、そして経営を推進することにあ
る。1994年より同財団は5万重量トン以上の原油タンカーを対象に検査を実施し、上条
件を満たしている船舶に対し、証書の発行を開始した。2001年1月からは、2万重量ト
ン以上の原油・プロダクトタンカー及びバルカーまで対象を拡大し、他の船種への適用
も予定されている。発行された証書の有効期問は3年であり、1年毎に条件が満たされ
ているか調査が行われている。9）
　グリーン・アウォード財団の証書を保有する船舶は、ロッテルダム港から港費の6％
に相当する金額を入港する度に報奨金として受け取ることができ、スコットランドのサ
ロム・ヴォウ港もロッテルダム港の例にならい、現在では南アフリカ、スペイン、ポル
トガル、オランダ、英国、ドイツの港でこの制度が実施されており、約40港がグリーン・
アウォード証書を保有する船舶に対し、便宜を与えている。
　さらに、グリーン・アウォード証書を保有する船舶の船主は、保険会社との交渉にお
いて有利な立場に立っことができ、良質な海運会社としての信頼を得ることができる。
また、欧州市場ではグリーン・アウォード証書を保有する船舶がそれを保有しない船舶
よりも好まれて傭船されており、傭船者が船舶の質を重要視している。
　このようなクオリティーシッピングによるサブスタンダード船排除の動きは、欧州を
中心に世界に広がりつつあり、欧州からサブスタンダード船は排除されつつある。しか
し、アジア地域では環境問題に対する意識が他の地域に比べて弱いためその対応は遅く、
日本でも実行が検討されているが、実現には至っていない。
　サブスタンダード船は欧州市場ではすでに競争力を失っており、新しい市場を求めて
クオリティーシシピングに対する概念が薄い市場へ参入する可能性がある。アジア地域
にサブスタンダード船が大量に進出すると、アジア地域のサブスタンダード船比率が大
きくなり、海難事故や海洋汚染が発生する確率が高くなる。もし、このような事態に陥
ると、アジア地域に与える経済的損失は大きく、アジア経済に悪影響を及ぼすこととな
るため、アジア地域でもクオリティーシッピングに対する概念を根付かせ、早急にサブ
スタンダード船を排除する必要性がある。10）
4－7　原油とLNGの効率的輸送形態
　原油輸送とLNG輸送は我々の生活に不可欠であり、世界経済の安定成長には不可欠
である。原油とLNGが効率的かっ安定的に輸送されれば、我々が享受する恩恵は大き
なものとなる。海運産業は世界経済の根底を支えながら、その一部を担っている。船主
は、かってタンカー市場で経験した過剰投資が市場に与えた悪影響を教訓として活かし、
未来に向けて適切な投資を必要とされる時期と場所に行わなければならない。
　現在では、インダストリアルキャリアである船社はリスクを極力低下させるため、必
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要最低限の船腹量しか保有せず、船腹量に不足が生じた場合のみ傭船を行っている。企
業はその生産コストを減少させ、競争力を発揮するためにも過剰在庫を削減しなければ
ならない。そのため、傭船活動は世界経済と海運の発展に必要不可欠なのである。
　しかしながら、サブスタンダード船の傭船は事故発生時のリスクが大きく、クオリテ
ィーシッピングが導入されている地域では、サブスタンダード船は海上輸送サービスの
質の観点からは競争力を失い、傭船料に関してはクオリティー船との格差が縮まってお
り、その存在意義が薄れている。また、PSCにより発航停止処分を受け、貨物の輸送が
不可能となる危険性もある。
　よって、原油とLNGを効率的に行うにはサブスタンダード船を輸送に従事させ、短
期的な利益を求めるのではない。競争力を有する海上輸送サービスとは、船舶と乗組員、
環境への危険を減らし、船舶を安全に運航することにより、提供されるのである。その
ため、効率的、長期的かっマクロ的な視点を重視し、クオリティー船である自社船と傭
船を組み合わせ、輸送の二一ズに弾力的に対応していくことが、本当の効率的な輸送方
式なのである。
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　　2002年11月発行
3）エネルギー経済　第29巻　第1号　P38P52～P532003年1月発行
4）糸山　直之著　LNG船開発50年史　P120～P121　2002年12月発行
5）目本郵船調査グループ編　海運市況の回顧と展望　P8～P11　目本海運集会所
　　2003年6月発行
6）Lloydフs　SHIPPING　ECONOMIST・VOLUME24　P11～P16
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7）社団法人日本海運集会所　海運・2002年5月号　P8～P9　社団法人目本海運集会所
　　2002年5月1目発行
8）社団法人日本海運集会所　海運・2002年5，月号　P14～P16　社団法人日本海運集会所
　　2002年5月1目発行
9）林　司宣監修　国際海運委員会　P48～P51　全日本海運組合　2002年2月発行
10）社団法人目本海運集会所　海運・2002年5月号　P23～P26　社団法人目本海運集会所
　　2002年5月4目発行
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